
 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 



 

 

住み慣れた地域でいつまでも 

笑顔で元気に安心して暮らせるまちづくりを目指して 

 

 

 介護保険制度は創設から 20 年が経過し、全国における

介護サービスの利用者は創設時の 3 倍を超える 550 万人

に達しております。本市においても増加する介護需要に対

して、サービスを提供する施設や事業所が着実に増加し、

介護の必要な高齢者の生活の支えとして発展・定着して参

りました。 

 本市の人口は近年、微増傾向にあるものの、将来的には

人口減少が進んでいくことが推測されます。その反面、い

わゆる団塊の世代の全てが 75 歳以上となる 2025 年、更

にその先を展望すると、団塊ジュニア世代が 65 歳以上と

なる 2040 年にかけて、要介護認定を受ける高齢者人口は

増えると見込まれます。 

また、並行して、独居の高齢者、高齢の夫婦のみの世帯、認知症の高齢者の増加が想定

されることから、多種多様な介護サービスの提供と地域で高齢者を支える人的基盤の確

保が重要となっていきます。 

この度策定しました「甲斐市第 9次高齢者保健福祉計画 第 8期介護保険事業計画」で

は、「住み慣れた地域でいつまでも笑顔で元気に安心して暮らせるまちづくり」を基本理

念とし、公的サービス、家族や友人、地域住民、ボランティア等の様々な立場の人たちが

共に助け合い、支え合う地域づくりを促進するとともに、元気な高齢者も介護を必要とす

る人も一人ひとりが生き甲斐や役割を持ち、尊重される社会を目指しています。 

理念の実現に向け、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活への支援が包

括的に確保される「地域包括ケアシステム」の構築を根幹とした施策を掲げて推進すると

ともに、近年多発する自然災害における高齢世帯に対する避難誘導等の課題や生活に深

刻な影響を与えている新型コロナウイルス感染拡大防止策等、新たな社会情勢に対応し

た施策にも取り組んで参ります。 

 結びに、本計画の策定にあたり、ご審議いただきました甲斐市保健福祉推進協議会をは

じめとする関係機関の皆様、また、各調査を通じて貴重なご意見・ご提案をいただきまし

た市民や専門職の皆様に心から感謝申し上げるとともに、本計画の推進に向け、一層のご

支援ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

令和３年３月 

甲斐市長  
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第 章    計画の概要 

 

 

１ 計画策定の趣旨 

我が国の高齢者人口は近年一貫して増加を続けており、令和元年版の高齢社

会白書では、平成30年10月1日現在の高齢化率は28.1％となっています。甲

斐市でも、平成27年に団塊の世代が65歳を迎えて以降、高齢者人口は年々増

加し、75歳以上の後期高齢者が急増することが予測されています。 

高齢化の急速な進行に伴い、地域社会では高齢者をめぐる様々な問題が浮か

び上がっています。一人暮らし高齢者・高齢者のみ世帯の増加や孤立化、認知

症高齢者の増加、介護する家族の負担や介護離職の増加、高齢者虐待などの問

題への対応が課題となっています。 

国においては「高齢社会対策大綱」に基づき、令和７（2025）年を目途に、

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた

地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域の

包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の一層の推進を図

ることとしています。 

また、令和元年６月に取りまとめられた「認知症施策推進大綱」を踏まえ、

認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社

会を目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を両

輪とした総合的な認知症施策の推進を図ることになりました。 

さらに、平均寿命が延びている一方、介護が必要な期間が増加しており、健

康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間（健康寿命）を延

伸していくことも求められています。 

こうした背景の中、国は、社会保障審議会介護保険部会での議論を踏まえ、

第８期計画において記載を充実する項目として、「１．2025・2040年を見据

えたサービス基盤、人的基盤の整備」「２．地域共生社会の実現」「３．介護予

防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施）」「４．有

料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携

の強化」「５．認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進」「６．地域包

括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化」「７．災害

や感染症対策に係る体制整備」の７つを挙げています。  
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本市では、高齢者福祉に関する施策を総合的に推進するため、３年を１期と

する「高齢者保健福祉計画 介護保険事業計画」を策定しています。令和２年

度には、第８次高齢者保健福祉計画 第７期介護保険事業計画の計画期間（平

成30年度～令和２年度）が終了することから、国や山梨県の動向を踏まえつつ

施策の実施状況や効果を検証した上で、団塊の世代が75歳になる令和７年

（2025年）、また、65歳以上の高齢者人口のうち、85歳以上が3割近くを占

めることが予測される令和22年（2040年）まで見据えた長期的な視野の下で、

本格的な超高齢社会に対応できる「地域包括ケアシステム」を深化、推進しま

す。 

さらには、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を

超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人

と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで住民一人ひとりの暮ら

しや生きがいを地域とともに創る社会「地域共生社会」の実現を目指します。 

本計画は、甲斐市の高齢者福祉及び介護保険事業の運営にかかる基本理念・

基本目標を定め、併せてその実現のための施策を定めるために策定するもので

す。 
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２ 計画の位置づけ・期間    

＜ 法的位置づけ ＞ 

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第20条の８に基づくもので、高齢者の福

祉の増進を図るために定める計画です。介護保険事業計画は、介護保険法第

117条に基づき、市が行う介護保険事業の円滑な実施に関する計画です。 

＜ 高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画との兼ね合い ＞ 

本計画は、地域包括ケアシステムの実現を目指し、高齢者の福祉に関する施

策を総合的に推進するために、両者を一体として策定するものです。 

また、県が策定する「山梨県介護保険事業支援計画」をはじめとする各計画

との整合を図ります。 

＜市の上位・関連計画との位置づけ＞ 

市政の基本指針である第２次甲斐市総合計画後期基本計画のもと、第２次甲

斐市地域福祉計画に含まれる各計画を中心に、保健・医療・福祉に関する計画

等との整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 山梨県 】 
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第２次甲斐市総合計画後期基本計画 

 

 

第２次甲斐市地域福祉計画 

・第２次甲斐市障がい者計画 第６期障がい福祉計画

第２期障がい児福祉計画 

・甲斐市第３次健康増進計画・第２次食育推進計画 

・第２期甲斐市子ども・子育て支援事業計画 

          等 

甲斐市第９次高齢者保健福祉計画・ 
第８期介護保険事業計画

整合・連携 

・創甲斐教育推進大綱 

・甲斐市国民健康保険第２期データヘルス計画 

第３期特定健診等実施計画 

・甲斐市地域防災計画      等 

整合・連携 

整合 

第
２
次
甲
斐
市
地
域
福
祉
活
動
計
画 

（
甲
斐
市
社
会
福
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協
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また、本計画の対象期間は、令和３年度（2021年度）から令和５年度（2023

年度）までの３年間とし、団塊の世代が75歳になる令和７年（2025年）及び

1.5人の現役世代が1人の高齢世代を支える令和22年（2040年）までの中長

期的な視野に立った見通しを示しています。 
 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度

令和 
４年度

令和 
５年度

令和 
６年度

令和 
７年度 

令和 
８年度

         

 

 

３ 計画策定の方法 

（１）計画の策定体制 

本計画の策定にあたり、高齢者福祉施策の基本的な方向性を確認するととも

に、学識経験者、保健・福祉・医療・教育関係者、被保険者代表、行政関係者

で構成する「甲斐市保健福祉推進協議会」により検討を行いました。 

（２）高齢者等実態調査の実施 

高齢者の生活実態や、介護保険サービス利用者の利用状況・利用意向など、

次期計画を策定するための基礎的な資料を得るために、「介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査」「在宅介護実態調査」「在宅生活改善調査」「介護保険サービス施

設等に関するアンケート」を実施しました。 

（３）パブリックコメントの実施 

〇 意見募集期間 令和3年１月１８日～２月９日 

〇 意見の件数  ０件 

〇 意見の公表  市ホームページで実施結果を公表しました。 

 

第９次高齢者保健福祉計画

第８期介護保険事業計画 

第 10 次高齢者保健福祉計画

第９期介護保険事業計画 

第８次高齢者保健福祉計画 

第７期介護保険事業計画 
令和７年度及び令和 22 年度を 

見据えた計画の策定 
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年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

高齢者人口（65歳以上） 高齢化率

 

第 章    高齢者を取り巻く現況 

 

 

１ 甲斐市の現状 

（１）年齢３区分別人口の推移 

本市の総人口は、年々増加しており、令和2年10月1日で75,998人となっ

ています。一方で高齢者人口は微増を続け、高齢化率も緩やかに上昇しており、

令和２年で25.5％となっています。 

 
年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績は住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 

 

  

10,747 10,623 10,631 10,510 10,424
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17,754 18,283 18,667 19,003 19,383
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前期高齢者人口（65～74歳） 後期高齢者人口（75歳以上）

前期高齢化率 後期高齢化率

（２）前期高齢者、後期高齢者の推移 

本市の高齢者人口の内訳をみると、前期高齢者（65～74歳）は増減を繰り返して

おり、令和2年で10,092人となっています。一方で後期高齢者（75歳以上）は年々

増加しており、令和２年で9,291人となっています。また、後期高齢者人口の総人口

に占める割合も増加しており、令和２年で12.2％となっています。 

 
前期高齢者、後期高齢者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績は住民基本台帳（各年 10 月 1 日現在） 

 

 

（３）高齢者世帯数の推移（単身、夫婦のみ、高齢者を含む世帯数） 

一般世帯は、平成27年は29,407世帯と、平成17年の27,589世帯に比べ1,818

世帯増加しています。また、高齢者単独世帯及び高齢夫婦のみの世帯の、一般世帯に

占める割合は増加しています。 

 

高齢者世帯数の推移（単身、夫婦のみ、高齢者を含む世帯数） 

 
単位：人、％ 

項目 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

一般世帯 27,589 28,173 29,407

高齢者単独世帯 1,343 1,865 2,755

高齢夫婦のみの世帯 1,601 2,146 2,927

高齢者単独世帯の割合 4.9 6.6 9.4

高齢夫婦のみの世帯の割合 5.8 7.6 10.0

資料：国勢調査 
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（％）(人)



第２章 高齢者を取り巻く現状 

 
7 

（４）要支援・要介護認定者の推移 

本市の要支援・要介護認定者数は年々増加しており、令和2年で2,619人となって

います。介護度別でみると、要介護１の伸びが最も大きく、次いで要介護３が大きく

なっています。 

 
要支援・要介護認定者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業報告月報（令和２年 10 月 1日現在） 

 
 

性別・要介護度別の認定者数（令和２年度） 

 

項目 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

男
性 

65～69歳 3 7 10 15 12 4 7

70～74歳 5 13 20 27 27 18 13

75～79歳 6 19 20 26 34 27 14

80～84歳 16 14 35 47 46 21 8

85～89歳 14 18 30 44 44 21 16

90歳以上 2 15 21 26 33 23 8

女
性 

65～69歳 0 4 5 10 4 5 5

70～74歳 13 20 18 28 22 15 8

75～79歳 23 34 52 46 33 23 14

80～85歳 26 52 68 79 72 45 24

85～89歳 24 69 82 91 89 47 40

90歳以上 9 30 67 112 142 121 64

資料：介護保険事業報告月報（令和２年 10 月 1日現在） 

  

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５

111 84 105 124 145244 230 272 273 300
346 369 391 421 434

537 584 601 626 567

495 525
572 568 572

377 386
348 377 376229 233
220

232 2252,339 2,411 2,509
2,621 2,619

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

(人)
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12.9 
12.4 12.6 12.8 

13.2 

15.5 15.5 15.5 15.7 15.6 

17.9 18.0 18.0 18.3 18.5 

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（％）

（５）要介護認定率の比較 

本市の要介護認定率は平成28年以降増加しており、平成31年で13.2％となってい

ます。また、県・全国と比較すると低い値で推移しています。 

 
要介護認定率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（各年３月末現在） 

 

 

（６）認知症高齢者の推移 

本市の認知症高齢者数は、平成29年以降増加しており、令和２年で1,454人となっ

ています。 

 
認知症高齢者の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者福祉基礎調査（各年 4月 1 日現在） 

 

  

1,142
1,023

1,358 1,375
1,454

0

500

1,000

1,500

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年

(人)

甲斐市 山梨県 全国
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２ アンケート調査結果からみえる現状 

（１）家族や生活状況について（ニーズ調査） 

① 家族構成 

「夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）」の割合が41.3％と最も高く、次いで

「息子・娘との２世帯」の割合が21.6％、「ひとり暮らし」の割合が16.6％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 普段の生活で介護・介助が必要か 

「介護・介助は必要ない」の割合が84.2％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※タイトルに括弧書きで入れている「ニーズ調査」とは「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」を指し

ます。  

回答者数 =

　 1,526 84.2 8.7 5.4 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護・介助は必要ない

何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない

現在、何らかの介護を受けている

無回答

回答者数 =

　 1,526 16.6 41.3 3.2 21.6 16.0 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ひとり暮らし 夫婦２人暮らし(配偶者65歳以上)

夫婦２人暮らし(配偶者64歳以下) 息子・娘との２世帯

その他 無回答



第２章 高齢者を取り巻く現状 

 

 
10 

（２）からだを動かすことについて（ニーズ調査） 

① 週に１回以上の外出の有無 

「週２～4回」の割合が44.5％と最も高く、次いで「週5回以上」の割合が

38.2％、「週１回」の割合が11.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 昨年と比べての外出の回数について 

「とても減っている」と「減っている」をあわせた“減っている”の割合が

23.1％、「あまり減っていない」と「減っていない」をあわせた“減っていな

い”の割合が71.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 1,526 3.2 19.9 29.2 42.0 5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても減っている 減っている あまり減っていない

減っていない 無回答

回答者数 =

　 1,526 4.7 11.4 44.5 38.2 1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんど外出しない 週１回 週２～４回 週５回以上 無回答
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③ 外出を控えている理由 

「足腰などの痛み」の割合が51.0％と最も高く、次いで「外での楽しみがな

い」の割合が27.1％、「交通手段がない」の割合が21.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）毎日の生活について（ニーズ調査） 

① 物忘れが多いか 

「はい」の割合が44.8％、「いいえ」の割合が52.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 1,526 44.8 52.3 2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答

回答者数 = 96 ％

足腰などの痛み

外での楽しみがない

交通手段がない

病気

トイレの心配（失禁など）

経済的に出られない

耳の障がい（聞こえの問題な

ど）

目の障がい

障がい（脳卒中の後遺症など）

その他

無回答

51.0

27.1

21.9

20.8

20.8

17.7

15.6

12.5

7.3

14.6

1.0

0 20 40 60 80 100
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（４）地域での活動について（ニーズ調査） 

① 地域での活動への参加について 

参加している割合が高いものは、『② スポーツ関係のグループやクラブ』

『③ 趣味関係のグループ』『⑥ 町内会・自治会』で、それぞれ約3割となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地域での健康づくりや趣味等のグループ活動への参加意向 

「参加してもよい」の割合が49.5％と最も高く、次いで「参加したくない」

の割合が30.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 1,526 9.8 49.5 30.1 6.0 4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ぜひ参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 無回答

回答者数 = 1,526

①　ボランティアのグループ

②　スポーツ関係のグループ
　　やクラブ

③　趣味関係のグループ

④　学習・教養サークル

⑤　介護予防のための通いの場

⑥　老人クラブ

⑦　町内会・自治会

⑧　収入のある仕事

0.3

4.0

1.4

0.3

0.4

0.3

0.4

13.2

0.9

7.4

3.6

0.5

1.0

1.0

0.3

5.2

1.3

7.5

4.5

1.4

2.3

0.6

1.0

1.0

4.8

4.8

12.9

3.9

5.5

3.5

6.4

1.8

5.4

4.3

5.3

4.3

3.8

5.5

21.0

1.8

54.3

45.1

45.5

54.1

55.2

56.1

39.4

47.1

32.9

26.9

26.8

35.5

31.7

33.0

31.4

29.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③ 地域でのグループ活動への企画・運営としての参加意向 

「参加したくない」の割合が53.6％と「参加してもよい」の割合の32.7％

を大きく上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）たすけあいについて（ニーズ調査） 

① 心配事や愚痴を聞いてくれる人 

「配偶者」の割合が55.0％と最も高く、次いで「友人」の割合が41.7％、

「別居の子ども」の割合が34.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,526 ％

配偶者

友人

別居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

同居の子ども

近隣

その他

そのような人はいない

無回答

55.0

41.7

34.8

33.7

22.7

12.3

1.6

4.6

1.5

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

　 1,526 3.4 32.7 53.6 4.6 5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ぜひ参加したい 参加してもよい 参加したくない

既に参加している 無回答
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② 病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人 

「配偶者」の割合が60.6％と最も高く、次いで「別居の子ども」の割合が

34.6％、「同居の子ども」の割合が29.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）健康について（ニーズ調査） 

① 現在の健康状態について 

「とてもよい」と「まあよい」をあわせた“よい”の割合が81.0％、「あま

りよくない」と「よくない」をあわせた“よくない”の割合が16.7％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 1,526 13.0 68.0 14.3 2.4 2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

回答者数 = 1,526 ％

配偶者

別居の子ども

同居の子ども

兄弟姉妹・親戚・親・孫

友人

近隣

その他

そのような人はいない

無回答

60.6

34.6

29.0

17.0

5.3

2.6

0.9

4.5

1.6

0 20 40 60 80 100
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（７）認知症にかかる相談窓口の把握について（ニーズ調査） 

① 認知症に関する相談窓口の認知度 

「はい」の割合が24.9％、「いいえ」の割合が72.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

（８）調査対象者本人について（在宅介護実態調査） 

① 施設等への入所・入居の検討状況について 

「入所・入居は検討していない」の割合が64.2％と最も高く、次いで「入所・

入居を検討している」の割合が17.4％、「すでに入所・入居申し込みをしてい

る」の割合が13.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 介護保険サービスの利用について 

（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外） 

「利用している」の割合が82.0％、「利用していない」の割合が17.8％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 494 82.0 17.8 0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答

回答者数 =

　 494 64.2 17.4 13.0 5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入所・入居は検討していない 入所・入居を検討している

すでに入所・入居申し込みをしている 無回答

回答者数 =

　 1,526 24.9 72.4 2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

はい いいえ 無回答
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③ 介護保険サービスを利用していない理由 

「現状では、サービスを利用するほどの状態ではない」の割合が42.0％と最

も高く、次いで「本人にサービス利用の希望がない」の割合が34.1％、「家族

が介護をするため必要ない」の割合が12.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 家族や親族の方からの介護 

「ほぼ毎日ある」の割合が47.6％と最も高く、次いで「ない」の割合が26.5％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 494 26.5 9.9 8.9 5.3 47.6 1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ない

家族・親族の介護はあるが、週に１日よりも少ない

週に１～２日ある

週に３～４日ある

ほぼ毎日ある

無回答

回答者数 = 88 ％

現状では、サービスを利用する

ほどの状態ではない

本人にサービス利用の希望が

ない

家族が介護をするため必要な

い

住宅改修、福祉用具貸与・購入

のみを利用するため

利用したいサービスが利用でき

ない、身近にない

以前、利用していたサービスに

不満があった

サービスを受けたいが手続きや

利用方法が分からない

利用料を支払うのが難しい

その他

無回答

42.0

34.1

12.5

9.1

4.5

3.4

2.3

1.1

9.1

15.9

0 20 40 60 80 100
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（９）主な介護者の方について（在宅介護実態調査） 

① 主な介護者 

 「子」の割合が 38.7％で最も多く、「配偶者」が 31.8％、「子の配偶者」

が 7.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 主な介護者の方の性別について 

「男性」が 26.3％、「女性」が 56.3％となり、女性が男性の 2 倍以上と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 主な介護者の方の年齢について 

「60代」の割合が22.1％と最も高く、次いで「50代」の割合が20.2％、

「70代」の割合が19.6％で、50歳以上が全体の3/4を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 =

　 494
0.6
0.8

5.1
20.2 22.1 19.6 14.8 16.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳未満 20代 30代 40代

50代 60代 70代 80歳以上

わからない 無回答

回答者数 =

　 494 31.8 38.7 7.5
0.4

1.6
3.2

16.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

　 494 26.3 56.3 17.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性 無回答

配偶者 子 子の配偶者 孫 兄弟・姉妹 その他 無回答
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④ 主な介護者の方が行っている介護等について 

「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」から「食事の準備（調理等）」ま

でが50％を超え、これらを中心に介護が行われている現状が窺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 494 ％

その他の家事（掃除、洗濯、買

い物等）

外出の付き添い、送迎等

金銭管理や生活面に必要な諸

手続き

食事の準備（調理等）

服薬

衣服の着脱

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

認知症状への対応

屋内の移動・移乗

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

医療面での対応（経管栄養、ス

トーマ等）

その他

わからない

無回答

64.4

60.7

59.1

58.3

37.2

35.4

26.7

26.3

24.9

23.3

21.5

20.4

20.2

12.8

5.7

1.4

17.4

0 20 40 60 80 100
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⑤ 介護のために過去１年の間に仕事を辞めた家族や親族について 

「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」の割合が55.9％と最も高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 介護と仕事を両立している人の働き方について 

「特に行っていない」が 34.3％で最も高くなりましたが、その他の選択肢

の割合を合算した“何らかの調整をしながら働いている”人が 62.8％と「特

に行っていない」人を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 494 ％

介護のために仕事を辞めた家

族・親族はいない

主な介護者が仕事を辞めた（転

職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族

が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族

が転職した

わからない

無回答

55.9

5.7

2.2

1.6

1.0

4.3

29.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 =

　 178 34.3 33.1 12.9 2.2 14.6 1.7 1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特に行っていない

介護のために「労働時間を調整（残業免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け等）」をしながら働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

介護のために、「労働時間」「休暇」「在宅勤務」以外の調整をしながら働いている

わからない

無回答
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⑦ 現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる

介護等について 

「認知症状への対応」の割合が23.5％と最も高く、次いで「夜間の排泄」の

割合が21.1％、「外出の付き添い、送迎等」の割合が20.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 494 ％

認知症状への対応

夜間の排泄

外出の付き添い、送迎等

入浴・洗身

日中の排泄

金銭管理や生活面に必要な諸

手続き

その他の家事（掃除、洗濯、買

い物等）

屋内の移動・移乗

食事の準備（調理等）

衣服の着脱

医療面での対応（経管栄養、ス

トーマ等）

服薬

食事の介助（食べる時）

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

その他

不安に感じていることは、特に

ない

わからない

無回答

23.5

21.1

20.2

19.6

15.0

14.4

13.4

11.3

10.9

6.3

6.1

5.7

4.7

1.8

9.7

7.7

1.8

16.8

0 20 40 60 80 100
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⑧ 安心して住宅で介護を続けていくのに必要なものについて 

「緊急時など必要な時に泊まれる施設」が29.1％で最も多く、「夜間や緊急

時のヘルパー訪問」が26.7％、「家族などの介護者の健康管理」が23.9％と続

いています。 

 

 

  

回答者数 = 494 ％

緊急時など必要な時に泊まれ

る施設

夜間や緊急時のヘルパー訪問

家族などの介護者の健康管理

病院などへの移送の介助

介護用品支給等の経済的支援

医師や看護師の訪問

本人の健康管理

家族などの介護者に対する介

護方法の知識・技術向上

在宅介護のための住宅改修

配食サービス

地域での見守り

財産管理や契約の手続き支援

その他

特にない

わからない

無回答

29.1

26.7

23.9

21.9

19.4

18.6

18.2

13.4

10.7

8.7

4.0

3.8

3.8

4.5

3.0

13.2

0 10 20 30 40
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３ 第７期計画の評価と課題 

第８期計画を策定するにあたり、第７期計画に掲げた５つの基本方針につい

て振り返ります。 

 

「基本目標１ 生きがいづくりと積極的な社会参加の推進」についての課題 

 

本市では、高齢者が、社会参加を通じて地域の一員として、その人らしく生

き生きと活躍することができるまちづくりを進めてきました。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（以下、「ニーズ調査」という。）結果を

みると、地域づくりへの参加意向について、参加者として「参加してもよい」

が49.5％で最も多く、「ぜひ参加したい」が9.8％となっています。 

地域での活動について参加頻度を尋ねたところ、参加している割合が高いも

のは、「町内会・自治会」、「スポーツ関係のグループやクラブ」、「趣味関係のグ

ループ」で、それぞれ約3割となっています。週1回以上の頻度で参加している

ものは、「収入のある仕事」、「スポーツ関係のグループやクラブ」がそれぞれ約

2割で多くなっています。 

さらに、高齢者のための生きがいづくり施策として、今後力を入れてほしい

ことについて、「趣味や教養の講座の充実」が32.0％で最も多く、「健康やスポ

ーツ活動の参加機会の提供」が26.4％、「老人クラブ・いきいきサロン等の推

進・支援」が15.5％となっています。 

今後も、高齢者の社会参加や生きがいづくりのニーズが多様化していく中、

高齢者自らが活動できる場の提供や、地域活動がしやすい機会の提供（きっか

けづくり）などの自主的活動の支援や、就労を希望する高齢者に、その意欲と

能力に応じ、長年培った知識や経験が有効に活かされる就労機会の提供が重要

となっています。 

 

 

「基本目標２ 健康づくりと介護予防の推進」についての課題 

 

本市では、高齢者一人ひとりが、楽しみながら健康づくりと介護予防に積極

的に取り組むまちづくりを進めてきました。 

ニーズ調査結果をみると、現在の健康状態について、「まあよい」が68.0％

で最も多く、「あまりよくない」が14.3％、「とてもよい」が13.0％となって

います。  
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また、高齢者のための生活支援策として、市に今後どのようなことに力を入

れてほしいかを尋ねたところ、「介護状態にならないようにする介護・認知症予

防」が46.8％と「健康管理や健康づくり」の45.5％で多くを占めています。 

調査結果が示すように、身近な場所で気軽に継続して「健康づくりや介護予

防」に取り組める環境を整えること、また、介護予防に関する知識の普及と意

識の向上が必要です。 

また、要介護状態になるおそれのある高齢者に対しては、その前の段階から、

一人ひとりの状況に応じたきめ細かな介護予防サービスを提供するとともに、

効果的な介護予防事業の実施や自立した生活を確保するための支援が必要で

す。 

そして、高齢者だけではなく、市民全体へ「健康づくり＝介護予防」を広く

普及・啓発し、より早期から介護予防の意義を浸透させていく必要があること

から、今後も地域の実情に応じ、住民、ボランティア、NPO 、民間企業、社

会福祉協議会、その他の社会福祉法人、協同組合等を含めた多様な担い手によ

る柔軟な取組により、総合事業の効果的かつ効率的なサービスを提供できるよ

う体制整備を充実させることが重要です。 

 

 

「基本目標３ 尊厳ある暮らしを皆で支え合う地域づくりの推進」 

についての課題 

 

本市では、高齢者が住み慣れた地域の中で、いつまでも、家族や親しい人た

ちと共に支え合い、尊厳を持って暮らせるまちづくりを進めてきました。 

ニーズ調査結果をみると、今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サー

ビス（現在利用しているが、さらなる充実が必要と感じる支援・サービスを含

む）について、「配食」が20.5％で最も多く、次いで「外出支援（移動手段の

確保）」が20.2％、「見守り・声かけ」が19.6％、「外出への付き添い（通院や

買い物）」15.1％と続きます。 

また、要介護認定を受けており、在宅を中心として介護サービスを利用して

いる方を対象とした「在宅介護実態調査」（以下、「在宅調査」という。）でも同

一の設問があり、回答として「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が23.7％

で最も多く、「外出同行（通院、買い物など）」19.8％、「見守り・声かけ」14.4％、

「掃除・洗濯」13.0％、「配食」12.6％の順で多くなっています。 
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支援が必要な高齢者の急増が予測されるなか、地域のボランティア活動や近

隣住民による見守り・支え合い、生活支援サービスの提供など、高齢者を地域

で支える体制を確立することが必要です。ニーズ調査によると、地域づくり活

動については参加意向が高く、高齢者の参加促進とともに、支援の必要な高齢

者と支援者をつなぐ仕組みづくりが重要となります。 

また、在宅調査の結果では、現在の生活を継続していくにあたって、主な介

護者の方が不安に感じる介護等について、「認知症状への対応」が23.5％と最

も多く、「夜間の排泄」が21.1％、「外出の付き添い、送迎等」が20.2％、「入

浴・洗身」が19.6％、「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」が14.4％と高く

なっています。 

市では認知症高齢者等にやさしい地域づくりを推進していくため、国の「認

知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向けて～」

（新オレンジプラン）を基として認知症施策の推進に取り組んできました。今

後も、この方針を継続し、総合的に認知症施策を推進していくことが重要です。 

 

 

「基本目標４ 介護保険事業の円滑な運営の推進」についての課題 

 

本市では、要支援・要介護状態になった場合でも、その改善に自ら取り組み、

それぞれの状態に応じて自立した生活を営むことができるまちづくりを進め

てきました。 

在宅調査結果をみると、「（現在、介護保険サービスを利用している）」と回答

した方に、介護保険サービスについて、前月１か月間の利用状況を尋ねたとこ

ろ、「通所介護（デイサービス）」の利用者が約6割で最も多く、次いで、「訪問

介護（ホームヘルプサービス）」、「通所リハビリテーション（デイケア）」の利

用者がそれぞれ3割前後で多くなっています。 

また、家族等介護者に対して、安心して住宅で介護を続けていくのに必要な

ものについて尋ねたところ、「緊急時など必要な時に泊まれる施設」が29.1％

で最も多く、「夜間や緊急時のヘルパー訪問」が26.7％、「家族などの介護者の

健康管理」が23.9％、「病院などへの移送の介助」が21.9％、「介護用品支給

等の経済的支援」が19.4％など複数のニーズが挙がっています。 

また、現時点での「施設等」への入所・入居の検討状況に関しては、「入所・

入居は検討していない（64.2％）」が多くを占めましたが、「入所・入居を検討

している」17.4％、「すでに入所・入居申し込みをしている」13.0％を合わせ

て約3割の方が在宅での介護の限界を意識しています。  
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介護サービスの提供体制の確保・拡充が求められる中、介護保険制度等の周

知の徹底やケアプランの点検等を行い、サービス内容と費用の両面から捉えた

介護給付費の適正化が重要となります。 

 

「基本目標５ 安全・安心に暮らせる生活環境づくりの推進」についての課題 

本市では、高齢者一人ひとりが自立し、日常生活を安心して快適に暮らせる

まちづくりを進めてきました。 

ニーズ調査結果をみると、高齢者のための生活支援策として、今後、力を入

れてほしいことについて尋ねたところ、「地域での声かけや見守りなど安否確

認の体制づくり」が27.9％、「日常生活の相談ができる仲間づくり」が22.7％

となっています。 

また、家族や友人・知人以外で、あなたの身体状況や生活環境などの事情を

理解しており、災害などの非常時に避難の援助を求めることができる人や組織

はあるか尋ねたところ、「そのような人はいない」が60.7％で最も多く、次い

で「自治会・老人クラブ・いきいきサロン」が16.6％、「社会福祉協議会・民

生委員」が6.9％となっています。 

見守りの必要な高齢者の方が増えている中、今後も見直しを図りながら継続

して事業を実施していくとともに、高齢者を地域で日常的に見守り支え合える

ネットワークを確立していくことが必要です。そして、地域での見守り体制を

強化するとともに、地震などの災害時や緊急時に対応する防災・防犯対策の推

進が求められています。 

また、自宅での生活が困難になった場合の「施設」への入所や、将来介護が

必要になった場合に必要なサービスが提供されることが約束されている「住ま

い」への住み替えなど、個々の高齢者の状況やニーズに沿った選択肢を用意す

るため、多様な住まいを確保することが重要です。 
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第 章    計画の基本理念及び基本目標 

 

 

１ 基本理念 

本市では、第2次甲斐市総合計画における基本構想の基本目標に掲げる「健

やかで心ふれあう安心に暮らせるまち」の推進に向け、第7期計画において「住

み慣れた地域でいつまでも笑顔で元気に安心して暮らせるまちづくり」を基本

理念に据えて各施策を推進してきました。 

高齢者を取り巻く課題やニーズに対してきめ細かく対応するためには、公的

な制度や福祉サービスをはじめ、地域の様々な立場の人による支え合い等、地

域全体での対応が必要となります。 

本計画は、前計画の基本的な考え方や趣旨を継承し、地域包括ケアシステム

の実現に向けた施策及び事業を積極的に展開していくため、基本理念を「住み

慣れた地域でいつまでも笑顔で元気に安心して暮らせるまちづくり」とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住み慣れた地域でいつまでも笑顔で 
元気に安心して暮らせるまちづくり 
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地域包括ケアシステムのイメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日常生活圏域 

介護予防・生活支援サービス事業の実施
○介護事業者、ＮＰＯや民間企

業、住民ボランティア等によ

る地域のニーズに合った多様

な生活支援サービスの提供 

○生活支援コーディネーター

の配置 など 

 
生活支援サービスの充実 

○制度の普及啓発 

○在宅でのサービスや施設・居住系サービ

スとのバランスの取れた基盤整備 

○介護給付費の適正化 など 

 
介護保険制度の円滑な運営 

○介護サービス事業者に対する指導監督 

○介護従事者の人材育成 など 

 
介護保険サービスの質の向上

予防

在宅医療・介護連携の推進 

生活支援

○連携のための課題の抽出や解決策を検討するための会議の開催 

○関係職種が相互に理解するための研修会の実施 

○地域における医療・介護等の事業所の把握や、マップの作成 

○在宅医療に関する地域住民への普及啓発 など 

介護 
連携 

通院・入院 通所・入所 

 
認知症施策の推進 

○認知症ケアパスの周知と活用に向け

た取組み 

○認知症地域支援推進員の配置 など 高齢者 

参加・利用 

 
一般介護予防事業の実施

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ 等 

○支援を必要としている者を把握し、

介護予防活動につなげる 

○介護予防活動の普及啓発 

○住民主体の介護予防活動の育成・支

援 など ○訪問型や通所型のサービス、配食などの生活支

援サービスのケアマネジメント 

○身近な場所における健康づくりのための体操や

介護予防の啓発のための講話の実施 など 

地域包括支援センター

地域包括支援センターの 
機能強化 地域ケア会議の推進 

○新たな施策への対応 

○総合相談窓口としての職員の資質向上

を始めとした体制の強化 など 

○医療と介護、地域とのネットワー

クの構築 

○地域における課題の発見や、課題

解決への取組みの実践 など 

医療 

住まい
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２ 基本目標 

（１）生きがいづくりと積極的な社会参加の促進 

高齢者が、豊富な知識や経験を活かしながら、社会参加を通じて地域の一員

として、その人らしく生き生きと活躍するまちを目指します。 

 

（２）健康づくりと介護予防の推進 

高齢者一人ひとりが、楽しみながら健康づくりと介護予防に積極的に取り組

むまちを目指します。 

 

（３）尊厳ある暮らしを皆で支え合う地域づくりの推進 

高齢者が住み慣れた地域の中で、いつまでも、家族や親しい人たちとともに

支え合い、尊厳を持って暮らせるまちを目指します。 

 

（４）認知症になっても住みやすい地域づくりの推進 

認知症になっても、本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮

らし続けることができるまちを目指します。 

 

（５）介護を受けながら安心して暮らすための支援 

介護が必要になっても、それぞれの状態に応じて自立した生活を続けること

ができるまちを目指します。 

 

（６）安全・安心に暮らせる生活環境づくりの推進 

ノーマライゼーションの理念とともに、高齢者一人ひとりが自立し、安心し

て快適に暮らせるまちを目指します。 
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３ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住
み
慣
れ
た
地
域
で
い
つ
ま
で
も
笑
顔
で
元
気
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り 

［ 基本理念 ］ ［ 施策 ］ ［ 目標 ］ 

（１）生きがいづくりの支援のための環境整備の
推進 

２ 健康づくりと 
介護予防の推進 

３ 尊厳ある暮らし
を皆で支え合う
地域づくりの 
推進 

（２）世代間交流や地域活動の機会の充実 

（３）地域の担い手としての社会参加の促進 

（４）高齢者の雇用の機会拡大 

（１）健康診査・検診の充実 

（２）健康づくり事業の充実 

（３）元気な高齢者を増やす施策の充実 

（１）地域のささえ合い体制づくりの推進 

（２）地域包括支援センターの機能と体制の充実

（１）認知症の正しい理解の促進 

（２）認知症の早期診断・早期対応に向けた体制
整備 

（１）要介護者の在宅生活を支えるサービス 

（２）家族介護支援 

（４）専門職の人材育成 

（１）地域福祉意識の醸成 

（２）住みやすい環境整備の推進 

（３）安心して暮らせる地域づくりの推進 

（４）災害及び感染症に対する備え 

１ 生きがいづくり
と積極的な社会
参加の促進 

４ 認知症になって
も住みやすい地
域づくりの推進 

５ 介護を受けなが
ら安心して暮ら
すための支援 

６ 安全・安心に 
暮らせる生活環
境づくりの推進 

（３）医療と介護の連携 



第３章 計画の基本理念及び基本目標 

 

 
30 

４ 日常生活圏域の設定 

日常生活圏域とは、地理的条件、人口、交通事情、地域活動、介護保険施設

の整備状況等の条件を総合的に勘案して設定しており、介護保険事業計画にお

いては、高齢者が身近な地域で介護サービスを利用できるよう、地域密着型サ

ービスの必要利用定員総数を見込み、介護サービスに関する基盤整備を進めて

いく単位となるものです。 

第４期計画においては、旧町単位の３圏域を日常生活圏域として設定してい

ましたが、第５期計画からは、地域密着型サービスの需要と供給のバランスが

とれていない、本市全域では必要なサービスであっても、すでに整備済みの圏

域に新規事業者の参入を認めることが難しい等の理由により、市内全域で１つ

の圏域として基盤整備を行ってきました。本計画においても市内全域で１つの

圏域として基盤整備を進めていくことが適当であると考え、前計画の設定を踏

襲し、市内全域で１圏域とします。 
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５ 将来推計 

（１）高齢者人口（第 1 号被保険者）等の推計 

高齢者人口（第１号被保険者数）は、第８期計画期間中（令和３年度～令和

５年度）も増加し、令和4年度には20,000人を上回る見込みとなっています。 

 

 

高齢者人口（第１号被保険者数）等の推計 
単位：人 

区分 

実績 推計 

平成 
30 年度 

令和 
元年度

令和 
２年度

令和 
３年度

令和 
４年度

令和 
５年度 

令和 
７年度 

令和 
22 年度

総人口 75,467 75,522 76,051 76,008 75,965 75,790 75,525 70,663

第１号被保険者 
（65 歳～） 

18,814 19,183 19,530 19,864 20,090 20,342 20,728 21,795

第２号被保険者 
（40～64 歳） 

25,288 25,395 25,395 25,499 25,571 25,798 26,039 21,926

合計 44,102 44,578 44,925 45,363 45,661 46,140 46,767 43,721

資料：見える化システム 

 

（２）認定者数の推計 

認定者数は、第８期計画期間中（令和３年度～令和５年度）で2,840人、令

和７年度には2,900人を上回る見込みとなっています。認定率は令和７年度に

14.3％と見込まれます。 

 

認定者数の推計 
単位：人 

区分 

実績 推計 

平成 
30 年度 

令和 
元年度

令和 
２年度

令和 
３年度

令和 
４年度

令和 
５年度 

令和 
７年度 

令和 
22 年度

要支援１ 97  116 127 126 128 129 132  155 

要支援２ 262  263 299 306 310 317 329  402 

要介護１ 381  409 426 437 447 456 474  588 

要介護２ 557  586 572 589 601 615 640  791 

要介護３ 544  542 568 598 624 646 689  911 

要介護４ 337  369 388 401 410 420 442  556 

要介護５ 208  224 235 246 251 257 267  339 

計 2,386  2,509 2,615 2,703 2,771 2,840 2,973 3,742

※第２号被保険者をのぞく  資料：見える化システム 
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第 章    施策の展開 

 

 

基本目標１ 生きがいづくりと積極的な社会参加の促進 

施策１ 生きがいづくりの支援のための環境整備の推進 

高齢者がスポーツやレクリエーションなどを通じて、地域で活動をしたり、

生涯にわたって学習活動を行うことができるよう、学校や社会における多様な

活動機会の提供を図っていきます。そして、意欲と能力があれば年齢に関係な

く活躍できる場を提供するなど、高齢者の地域・社会活動を推進します。 

 

＜施策の方向＞ 

① 地域活動への参加の促進 

・友人・知人のつながりや、地域活動における交流機会等、様々な交流機会

を活用し、老人クラブや趣味サークル等の高齢者活動団体への参加を勧め

ます。 

・高齢者活動団体等のリーダーの育成に努め、高齢者が地域でより活発に活

動できるよう支援します。 

・高齢者活動団体等が活動しやすくなるよう、公共施設や公民館等の利用を

促進を図ります。 

 

② スポーツや文化活動の機会の充実 

・高齢者のニーズに合った内容のスポーツや文化活動の機会を充実します。 

・高齢者の身体機能の状態に合わせたスポーツの機会を提供し、無理のない

健康づくりを推進します。（軽スポーツ教室、軽スポーツ・ラジオ体操講習

会、高齢者ステップ体操教室、スローエアロビック体験教室など） 

・世代間交流スポーツ事業（三世代ふれあいラジオ体操など）や軽スポーツ

事業を通じて、高齢者が様々な世代と交流できる機会を提供します。 

・安全で効果的にスポーツを実施できるよう、専門知識のある指導者の育成・

確保に努めます。 

・公共施設をスポーツ活動や文化活動の場として提供します。 

・文化活動の場として、ふれあい講座、歴史講座の事業を実施します。 

・図書館では大活字本等の、高齢者が読みやすい本等の整備を行い、参加し

やすいイベント（朗読会、講演会、上映会等）を企画します。 
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施策２ 世代間交流や地域活動の機会の充実 

世代や地域を問わず、様々な人と交流することは、高齢者のこれまで得てき

た知識や経験を幅広い世代に伝えるとともに、高齢者が自分自身の新たな役割

に気付くきっかけや、生きがいにつながります。 

高齢者が、地域において気軽に幅広い世代の人と交流することができる機会

や場の提供に努めます。 

 

＜施策の方向＞ 

・学校や保育園等と連携し、高齢者と子どもがふれあえる機会を充実します。 

学校では、運動会や音楽発表会に高齢者を招き、子どもの元気な姿や活躍

を披露します。 

保育園では、祖父母に保育参観を案内し、ミニゲームや手遊びを通して交

流を深めます。 

・高齢者と子どもの帰り道ふれあい事業を推進します。 

児童の下校時に通学路に立ち見守りを行うとともに、あいさつ等を行い交

流を深めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

高齢者と子どもの帰り
道ふれあい事業 

人 440 438 466 500 500 500

 

 

施策３ 地域の担い手としての社会参加の促進 

高齢者が地域社会を支える担い手として生きがいを持って活動するために、

地域活動へ参加しやすい環境の整備だけではなく、高齢者一人ひとりが、自分

自身の役割を感じることができる支援を展開し、社会参加を促進します。 

 

＜施策の方向＞ 

・高齢者の持つ知識や技術を活かし、様々な講座や教室の指導者として活動

できる機会を整備します。（生涯学習指導者人材バンク登録） 

・学校現場においては、子どもへの教育の一環として、高齢者がコミュニテ

ィ・スクール推進事業のボランティアとして活動しており、不登校対策支

援事業「甲斐市適応指導教室〈オークルーム〉」では教員OBが、スクールサ

ポートカウンセラー配置事業では警察OBが指導者として従事しています。



第４章 施策の展開 

 

 
34 

施策４ 高齢者の雇用の機会拡大 

雇用と就労は、経済的な基盤の確保となり、社会参加や社会貢献といった面

でも非常に大きな役割を果たしているため、峡中広域シルバー人材センターへ

の補助金交付等による支援や、県が行う高齢者の雇用拡大に関する事業との連

携を行っていきます。 

また、障がい認定された方については、障がい福祉サービス等においての就

労機会も併せて提供を図ります。 

 

＜施策の方向＞ 

・高齢者の雇用拡大のため、峡中広域シルバー人材センターとの連携及び支

援を行います。 

・県や他自治体と連携し、高齢者の就労拡大を図るための仕組みについて検

討します。 

・障がいを持った高齢者の働き続けたいというニーズに応えるため、生産活

動の現場では、作業台の高さの調整や補助具の導入、周囲のフォロー、安

全対策強化など環境面の改善等により、本人の意思を尊重し、能力の低下

に配慮した支援を行っています。 
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基本目標２ 健康づくりと介護予防の推進 

施策１ 健康診査・検診の充実 

高齢化に伴い、元気な高齢者が増加している一方で、何らかの支援が必要な

高齢者も増加しています。このような高齢者を早期に発見し、健康づくりを推

進していくためには、健康診査・検診の充実が重要です。 

また、本市が実施した市民アンケートの結果から、口腔衛生管理が十分でな

い人や生活習慣病と指摘されている人等の割合が高いことがわかりました。高

血圧や糖尿病等の生活習慣病は、進行すると日常生活に支障をきたし、要支援・

要介護状態を招く危険性があるため、早期発見が重要になってきます。 

健康診査・検診の重要性に対する啓発活動等を通じて、高齢者の疾病の早期

発見と生活習慣の改善を推進します。 

 

＜施策の方向＞ 

・早期発見・早期治療・生活改善のため、健診受診調査及び総合健診申込書

発送時に、健康診査・検診の目的と受診の必要性の周知を通じて、年に１

回の健康診査等の受診を勧めます。 

・口腔衛生管理と健康の関係について周知し、歯科健康相談や歯科検診の受

診を勧めます。 

・健康診査・検診の結果内容に応じた個別相談や保健指導を実施し、確実な

受診や、その後のフォローへとつなげていきます。 

 

 

施策２ 健康づくり事業の充実 

私たちの日々の生活は、心身の健康によって成り立ちます。市健康診査の結

果からは、肥満者がいる一方で健康で低栄養傾向の割合は男性で14.2％、女性

で25.8％であることがわかりました。健康で自立して生活できる「健康寿命」

の延伸のためには、適切な食生活や適度な運動、心の健康保持等の日々の健康

づくり活動が重要となります。 

リーフレット等を活用した啓発活動や健康づくり事業の充実によって、誰も

が健康づくりに対して意識し、行動できるような環境の整備を行います。 

 

＜施策の方向＞ 

・身体機能の維持・低下予防、介護予防に向けて、高齢者の自主的な健康づ

くりを支援するため、各種講座や教室等を実施します。  



第４章 施策の展開 

 

 
36 

 

・高血圧や糖尿病等、要支援・要介護状態につながる疾病や、低栄養状態等

のフレイル（虚弱）を予防するための、各種講座や教室等を実施します。 

・高齢者が生きがいや楽しみを持って、心身の健康づくりに取り組めるよう

な各種事業を展開します。 

 

 

施策３ 元気な高齢者を増やす施策の充実 

要支援・要介護状態にならず、自立した生活を送る元気な高齢者を増やすた

めには、フレイルを予防し心身ともに健康な状態を持続させる介護予防の取り

組みを推進していくことが重要です。 

そのためには、多くの高齢者が参加しやすい各種講座や教室等の企画、また

地域の活動に参画しやすい環境づくりを推進し、併せて効果的な情報提供によ

る周知徹底を図っていきます。また、他事業との連携により、住民等多様な主

体で行う事業やサービスを担う人材の育成等を検討し、介護予防・日常生活支

援総合事業を充実することで、地域とのつながりを保ちながら要支援・要介護

状態とならないようにする重度化防止に関する事業を展開していきます。 

 

＜施策の方向＞ 

・介護予防・日常生活支援総合事業の充実を図ります。 

・介護予防に関する普及啓発や、介護予防の各種講座や教室等の開催情報を

広報誌やホームページ等で周知し、情報提供に努めます。 

・介護予防のための住民主体の通いの場の拡大や、高齢者が主体的に介護予

防に取り組む活動を支援し推進します。 

 

 

① 高齢者自立応援事業 

・満85歳以上の介護認定を受けていない高齢者に、介護予防意識の向上や健

康増進を目的として、地域特産品を支給します。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

高齢者自立応援事業 人 1,031 1,059 1,150 1,180 1,200 1,250
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② 介護予防・生活支援サービス事業 

【訪問型サービス】 

○訪問介護 

多様なサービス（訪問型サービスＡ、訪問型サービスＢ）の利用が難し

い人を対象に、訪問介護員による家事支援を行います。 

 

○訪問型サービスＡ（緩和した基準） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、一定基準の研修

受講者による調理や食材の確保、洗濯、室内の掃除、布団干し、ごみ出し、

その他の日常生活上の生活援助を行います。 

 

○訪問型サービスＢ（住民主体による支援） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、ボランティアが

主体となった住民主体の自主活動として生活援助を検討していきます。 

 

○訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

生活機能の維持・向上に向けた支援等が必要な人を対象に、保健・医療

の専門職による居宅での相談指導等を行います。 

 

○訪問型サービスＤ（移動支援サービス） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、ボランティアが

主体となった住民主体の自主活動として介護予防・生活支援サービスと

一体的に行われる移動支援や移送前後の生活援助を検討していきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

訪問介護 人/年 772 476 402 380 360 340

訪問型サービスA 
回/年 6,088 6,720 7,345 7,400 7,500 7,600

人/年 1,331 1,443 1,472 1,480 1,500 1,520

訪問型サービスC 
回/年 4 29 95 120 120 120

人/年 1 2 8 10 10 10
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【通所型サービス】 

○通所介護 

多様なサービス（通所型サービスＡ、通所型サービスＢ）の利用が難し

い人を対象に、通所介護事業所において、入浴、食事の提供等日常生活の

世話、機能訓練を行います。 

 

○通所型サービスＡ（緩和した基準） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、閉じこもりの予

防や自立支援のため、体操やレクリエーション、仲間づくり等の活動を

行います。 

 

○通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、ボランティアが

主体となった住民主体の自主活動として自主的な通いの場における体操、

運動等の活動を検討していきます。 

 

○通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、リハビリテーシ

ョン専門職による筋力向上訓練を実施し、身体機能の改善を図ります。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

通所介護 人/年 848 688 555 500 450 400

通所型サービスA 
回/年 10,008 11,857 12,900 13,000 13,150 13,250

人/年 2,297 2,597 2,700 2,750 2,800 2,820

通所型サービスC 
回/年 167 144 0 240 240 240

人/年 14 8 0 20 20 20
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【生活支援サービス】 

○高齢者見守り配食サービス 

65歳以上のひとり暮らしまたは高齢者のみ世帯に属する要支援認定

者もしくは基本チェックリスト該当者を対象に、見守りとともに配食を

行い、定期的な安否確認等を行います。 
 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

配食サービス事業 食 2,674 1,931 1,600 1,600 1,600 1,600

 
 

③ 一般介護予防事業 

【介護予防把握事業】 

○介護予防把握事業 

窓口相談等を通じて基本チェックリストを実施し、支援が必要な高齢

者を早期に把握するとともに、関係部署や関係機関等との連携により早

期発見・早期対応に努め、介護予防に必要な支援につなげます。 
 
 

【介護予防普及啓発事業】 

○介護予防教室 

介護予防のための運動器の機能向上・口腔機能向上・栄養改善等をテ

ーマに、地域の公民館等に出向き、その知識とともにフレイル予防の普

及・啓発を図ります。 
 

○認知症予防教室 

認知症予防教室を開催し、もの忘れ相談及び認知症についての正しい

知識の普及・啓発を図り、認知症予防、早期発見・早期対応に向けての支

援をしていきます。 
 

○らくらくかんたん運動教室 

一般高齢者を対象にプールで楽しく身体を動かし、無理なく健康づく

りのための運動が取り入れられ、自主的に運動を継続していく習慣を身

に着けるきっかけ作りを目的として、介護予防に関する基本的な知識の

普及啓発と予防活動の実践を行います。また、教室参加後も、自主的に活

動するグループへの支援等を検討していきます。  
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○いきいき健康体操教室 

地域の公民館や高齢者が集う温泉施設等に出向き、運動器の機能向上

のためのストレッチや筋肉トレーニングに、脳トレ・手足や指を使った

トレーニングを盛り込み、在宅においても予防活動が行えるよう、介護

予防に関する基本的な知識の普及啓発と実践を行います。また、教室を

きっかけとし、高齢者が主体的に介護予防に取り組むことができるよう

な支援体制づくりを進めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護予防教室 
回/年 7 6 3 8 9 10

人/年 110 101 28 80 90 100

認知症予防教室 
回/年 5 2 0 3 4 5

人/年 96 21 0 30 40 50

 
 

【地域介護予防活動支援事業】 

○いきいき百歳体操 

いきいき百歳体操は、手足に重りをつけ、ＤＶＤを見ながらイスに座

ってゆっくりと手足を動かす筋力運動で、介護予防効果が実証されてい

る運動として全国で取り組まれています。地域の仲間と集まって自主的

に継続することで、介護予防のための住民主体の通いの場となり、閉じ

こもりを予防し、地域みんなで元気になる地域づくりにつながります。

そのため、住民主体の介護予防のための通いの場となるいきいき百歳体

操を普及し、実施グループの増加により事業の拡大を図っていきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

いきいき百歳体操 地区 3 5 10 12 14 16

 

○ふれあい・いきいきサロン 

高齢者が公民館等の身近な場所で、地域住民とともに楽しく仲間づく

りを行う集いの場であるサロンの設立や活動を支援します。 
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○介護支援ボランティア事業 

高齢者が介護施設等でボランティア活動を行うことにより、自身の健

康増進や介護予防を促進するとともに、活動に応じたポイントに対して

交付金を支給します。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

ふれあい・いきいき 

サロン 
人 17,617 17,096 5,000 7,500 10,000 12,500

介護支援ボランティア 時間 1,537 1,523 0 500 1,000 1,500

 

【地域リハビリテーション活動支援事業】 

介護予防の取組の機能強化に向けて、高齢者の能力を評価しながら効

果的・効率的に実施できるよう、リハビリテーション等の専門職の適切

な関与ができるよう検討していきます。 

そのために、市内の医療機関や介護事業所等との連携を図り、適切に

関与できる体制の構築と関係者の理解を促進していきます。 

 

【一般介護予防評価事業】 

介護保険事業計画に定める目標の達成状況等を検証し、一般介護予防

事業の評価を行い、PDCAサイクルに沿った取り組みを推進します。 

 

 

④ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

高齢者の心身の特性を踏まえ、高齢者の自立した生活を実現し、健康寿

命の延伸を図るため、生活習慣病等の重症化を予防する取り組み（保健事

業）と、生活機能の低下を防止する取り組み（介護予防事業）の一体的な

実施を推進する必要があります。 

介護・医療・健診情報等の利活用による健康課題の把握・分析を行うと

ともに、事業の企画・調整や効果の分析、評価等を行う医療専門職の配置

や、各地域において実施する個別訪問等や通いの場等への積極的関与等の

取り組みを検討するため、庁内の関係部署との連携により事業実施に向け

た体制整備に取り組みます。 
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基本目標３ 尊厳ある暮らしを皆で支え合う地域づくりの推進 

施策１ 地域のささえ合い体制づくりの推進 

高齢者のみならず障がいのある人、子どもへの虐待や生活困窮等、様々な社

会的課題が生じている中、福祉に求められるニーズは多様化・複雑化していま

す。 

また、食事や外出等日常生活上の支援が必要な高齢者が増加している中で、

高齢者の多くはひとり暮らしや高齢者のみの世帯等、周囲の見守りを必要とし

ていることも多く、生活支援とともに高齢者の状況や安否確認につなげる取り

組みが求められています。 

支援を必要とする高齢者の多様なニーズに対応するためには、高齢者を取り

巻く人たちが地域の課題を把握・共有した上で、行政による公的サービスや専

門職による制度に基づく専門的なサービスと、家族や友人、地域住民、ボラン

ティア等の様々な立場の人たちが共に助け合い・支え合う地域づくりが必要で

す。 

そのため、住まい・医療・介護・介護予防・生活支援の５つのサービスを一

体的に提供し、住み慣れた地域での生活の支援を行う地域包括ケアシステムの

実現とともに、地域共生社会の実現に向けた地域づくりや、複合・多様化した

支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築を目指します。 

 

＜施策の方向＞ 

・高齢者のニーズに対する地域資源の把握を行います。 

・地域ケア会議から地域の課題を抽出するとともに、他事業の協議の場や関

係部署・機関との連携により、地域課題の解決方法を検討していきます。 

・医療や介護の専門職による多職種協働・連携を強化し、切れ目ないサービ

ス提供体制の整備を推進していきます。 

・ボランティア団体等のボランティアに関する情報提供に努めます。 

・ボランティア団体等の情報交換や交流を促進し、ボランティア間のネット

ワーク構築を支援します。 

・学校における福祉教育推進事業として、総合的な学習の時間において、車

椅子や白杖などを使用した、障がい者や高齢者の生活の疑似体験を通して

福祉意識の醸成を図ります。 

・公共交通機関のうち、特に高齢者の身近な移動手段となる市民バスや民間

路線バスの運行については、費用対効果などの検証を行い、効果的な運用

に取り組むことで、移動手段の確保に努めます。 

・ヘルプカードの普及・啓発に努めます。  
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① 地域ケア会議の充実 

・個別ケースの支援内容の検討による課題解決を出発点として、介護支援専

門員による自立支援に資するケアマネジメントの支援や地域包括支援ネッ

トワークの構築を行い、高齢者に関わる保健・医療・介護・福祉の各サー

ビスを総合的に調整し、高齢者個人に対する支援の充実を図ります。 

・解決困難な問題や地域課題を抽出し、その地域課題を地域づくり・社会資

源の開発や施策等の充実によって解決していくことで、高齢者への広域的

な支援の土台となる社会基盤の整備を図っていきます。 

・地域ケア個別会議や他の地域支援事業から抽出された地域課題を集約・整

理し、政策提言につなげる地域ケア推進会議の実施にむけて体制を整備し

ます。 

・適切な支援体制を推進していくため、多職種協働による個別ケース支援及

び地域課題の検討を行う地域ケア会議と、在宅医療・介護連携推進協議会、

生活支援体制整備における協議の場、認知症地域支援ネットワーク推進会

議等、それぞれが連携しながら取り組みます。 

 

 

② 住民主体のささえ合い体制の整備 

・市と社会福祉協議会が両輪となり、生活支援コーディネーターを中心に地

域のささえ合い・助け合いを本市全域で広げる取り組みを推進します。 

・生活支援コーディネーターを補完し、市全域にかかる地域課題やニーズの

掘り起こし、情報共有、課題解決に向けた検討を行い、資源開発等につな

げること等を目的とした協議の場であるささえ合い推進会（第１層協議体）

を運営します。 

・11小学校区ごとに設置された第２層協議体を、第２層地域内の情報交換や

資源開発の場とし、さらに細かい地域でのささえ合い活動を推進します。 

・第３層（主に自治会等の地域単位）での具体的な活動が推進されるよう、

生活支援コーディネーターが中心となり、ささえ合いの気持ちを広げる活

動を行います。 

・高齢者の積極的なボランティア活動の推進・支援に取り組みます。 

 

 

③ 生活支援・見守りの推進 

・民生委員・児童委員等と連携し、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯、

障がいのある人等の見守りを推進していきます。 
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・様々な悩みや生活上の困難を抱える高齢者等は、何らかのサインを発信し

ています。高齢者等の日常生活を支える人たちは、このサインに気づき、

必要な支援へつなぐ適切な対応が求められていることから、気づき、声を

かけ、話を聞いて、必要な支援につなぎ、見守ることができるゲートキー

パーの役割を担う人材の養成に取り組みます。 

 

○高齢者友愛訪問事業 

75歳以上でひとり暮らしの高齢者等の自宅を訪問し、安否確認を行う

とともに、乳酸菌飲料を支給します。 

 

○配食サービス事業 

在宅のひとり暮らし高齢者等の食生活の改善を図るとともに、定期的

な安否確認のため、夕食の配食を行います。 

 

○緊急通報システム事業（ふれあいペンダント） 

急病や事故等、緊急に助けが必要なときに、速やかな援助や支援がで

きるよう、24時間ボタンひとつで通報することができる「緊急通報シス

テム」を設置（貸与）します。今後、事業実施の方向性について検討して

いきます。 

 

○高齢者福祉タクシー・バス利用料金助成事業 

高齢者の社会活動の範囲を広げ自立を支援するために、タクシーまた

はバス利用券を交付します。今後、事業実施の方向性について検討して

いきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

高齢者友愛訪問事業 人 526 481 450 450 450 450

配食サービス事業 食 3,286 4,094 4,000 4,000 4,000 4,000

緊急通報システム事業 

(ふれあいペンダント) 
人 31 28 26 26 26 26

高齢者福祉タクシー・
バス利用料金助成事業 

人 372 391 380 390 400 410
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施策２ 地域包括支援センターの機能と体制の充実 

地域包括支援センターは、住まい・医療・介護・介護予防・生活支援が一体

的に提供される地域包括ケアシステムの拠点となる施設です。 

平成26年度の介護保険法の改正により、地域包括ケアシステム構築に向け、

包括的支援事業に新たに「在宅医療・介護連携の推進」「生活支援サービスの体

制整備」「認知症施策の推進」「地域ケア会議の充実」が位置づけられました。

地域包括ケアシステムをさらに充実していくためには、地域包括支援センター

の機能と体制の充実が重要となります。 

地域包括支援センターを中心として、様々な関係機関が連携・情報共有する

ことで、住民のニーズに合った効果的・効率的なサービスを提供できる体制を

整え、地域包括ケアシステムを推進していきます。 

また、高齢者虐待防止、成年後見制度の利用を促進し、高齢者の権利擁護に

努めていきます。 

 

＜施策の方向＞ 

・高齢化の進展、相談件数の増加、各種事業の増加等を勘案し、業務量に応

じた人員体制を講じるとともに、効果的・効率的な運営を実施していくた

め、地域包括支援センターのあり方を検討していきます。 

・地域包括支援センター運営協議会による評価、ＰＤＣＡ（計画→実行→評

価→改善）サイクルの充実等により、継続的な評価・点検を強化していき

ます。 

 

① 第１号介護予防支援事業 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者に対して、その心身の状況等

に応じて介護予防及び生活支援等の適切なサービスが包括的かつ効率的に

提供され、自立した生活を送ることができるようケアプランを作成し、専

門的視点から必要な支援を行います。 

 

② 総合相談・支援事業 

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続して

いくため、広報やホームページ、介護支援専門員等に周知を行い、対象者

が適切に利用につながるよう、相談窓口の周知を図っていきます。また、

地域における関係者とのネットワークを構築するとともに、高齢者の心身

の状況や生活の実態、必要な支援等を幅広く把握し、相談を受け、地域に

おける適切なサービス関係機関または制度の利用につなげる等の支援を行

います。  
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高齢者が抱える問題は、年々多様化・複雑化しており、深刻な状況に陥

る前に早期に把握し適切な対応ができるよう、相談・支援体制の充実を図

ります。 

地域の出先相談窓口及び休日・夜間の相談対応については、市内の在宅

介護支援センターに委託して行います。 

また、あらゆる相談に対応できるように困難事例の分析や情報共有を行

うことで、相談への対応能力の向上を図り、職員の資質向上に努めます。 

 

③ 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、介護支援専

門員、主治医、地域の関係機関等の連携、在宅と施設の連携等、地域にお

いて、多職種相互の協働等により連携するとともに、個々の高齢者の状況

や変化に応じた包括的かつ継続的なケアマネジメントのために、地域にお

ける連携・協働の体制づくりを行います。 

 

〇介護支援専門員情報交換会 

介護支援専門員の資質向上のため、また日常的な業務の円滑な実施を

支援するために、介護支援専門員が相互に情報交換を行う場、学習の場

としての研修会を開催します。 

 

〇主任介護支援専門員連絡協議会 

主任介護支援専門員が相互に情報交換を行い、資質向上に向けて主体

的な取り組みができるよう支援します。 

 

〇主任介護支援専門員代表者連絡協議会 

主任介護支援専門員が地域の介護支援専門員から受けた相談や、地域

の課題等について共有・検討します。また、地域包括ケアステム推進に向

けて、地域包括支援センターとの更なる連携強化を図ります。 
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④ 権利擁護事業 

○高齢者虐待対応 

相談窓口の周知や高齢者虐待に関する知識の普及啓発を行い、福祉関

係者や住民より相談しやすい体制づくりを行います。 

虐待通報があった際には、速やかに当該高齢者の状況を確認する等、

事例に即した適切な対応に努めます。また、地域における様々な関係者

とのネットワークを強化し、早期発見・早期対応に努めます。緊急性が高

い事例や困難事例については、必要に応じ専門職と協議し、高齢者虐待

一時保護支援事業において老人福祉施設等への措置支援や成年後見制度

等を活用した支援を行います。 

 

 

○成年後見制度の利用支援 

判断能力が不十分な人の財産管理や身上保護に関する法律行為等を支

援する仕組みとしての成年後見制度を、経済的な理由や申立て人がいな

いことで諦めてしまうことなく、適切に利用することができるよう、必

要に応じ市長申立てや報酬助成を行います。 
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基本目標４ 認知症になっても住みやすい地域づくりの推進 

施策１ 認知症の正しい理解の促進 

認知症は誰もがなりうるものであり、高齢化率の上昇とともに、ひとり暮ら

し高齢者や高齢者のみ世帯においても、認知症高齢者の増加が見込まれており

ます。 

地域の様々な主体の理解と協力を得ながら認知症高齢者を支援していくこ

とが重要です。 

在宅介護実態調査の結果、現在の生活を継続していくにあたって介護者が不

安に感じる介護では、23.5％の人が「認知症状への対応」と回答しています。 

地域における認知症に対する理解を促進し、認知症の人の意思が尊重され、

できる限り住み慣れた地域で暮らし続けることができる地域づくりに取り組

みます。 

 

＜施策の方向＞ 

・認知症に関する正しい知識の普及のために、様々な機会や媒体を通じて情

報提供を行います。 

・認知症についての正しい理解に基づく本人やその家族への支援等、認知症

の人とその家族を地域で支えるための地域づくりを推進していきます。 

 

① 認知症サポーター養成講座 

認知症になっても、住み慣れた地域で安心してその人らしく生活してい

ける地域づくりのため、「認知症キャラバン・メイト」の協力により、認知

症の理解者である「認知症サポーター」を養成します。また、認知症サポ

ーター養成講座を一度受けた人に向けたフォローアップも行います。 

 

② 認知症サポーター活動促進事業（チームオレンジ） 

認知症になっても住みやすい地域づくりを推進するため、認知症サポー

ターの活動の場として、認知症キャラバン・メイト等と協力し認知症の人

とその家族を支援するチームオレンジ事業の実施に向けた取り組みを行い

ます。 

 

③ 認知症キャラバン・メイトのスキルアップ 

認知症キャラバン・メイトのスキルアップを目的に学習会などの機会を

提供し、認知症になっても住みやすい地域づくりの中心となり活躍できる

人材育成と環境作りを行います。  
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④ 認知症カフェ 

認知症の人と家族の社会参加を促進するために、地域の人と気軽に集い

交流したり、活動を行うことができる場として、認知症カフェを実施する

とともに、市内の認知症カフェに対して運営等を支援し、カフェの拡大を

図ります。こうした活動の場を通じて、認知症になっても認知症の人や家

族が安心して地域で生活できるように、人と地域のつながりが持てるよう

支援していきます。 

 

⑤ 認知症ケアパス 

認知症ケアパスは、認知症と疑われる症状が発症したときから、進行状

況にあわせて、いつ、どこで、どのような医療や介護サービスを受ければ

よいか、これらの流れを標準的に示した冊子です。認知症の人とその家族

が、その状態に応じて適時適切な支援が受けられるよう認知症ケアパスの

活用を促進するため、手に取りやすい設置場所を増やす等、普及啓発に努

めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位 

第７期計画 第８期計画 

令和２年度 

実績値 

令和５年度 

計画値 

介護者が不安に感じる介護のうち、認
知症への対応と回答する人の割合 

％ 23.5 20.0 

認知症ケアパス・認知症サポーターを
知っている人の割合 

％ 13.3 15.0 
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施策２ 認知症の早期診断・早期対応に向けた体制整備 

認知症の人の住み慣れた地域での生活を支えるためには、認知症に対する早

期の適切な診断や対応を受けられる支援をはじめ、日頃からの見守り体制の構

築、緊急時対応等、認知症の人とその家族への支援を充実することが重要です。 

認知症の正しい理解を促進するとともに、地域での見守り体制の強化、専門

職チームによる訪問等、支援の充実を図ります。 

 

＜施策の方向＞ 

・認知症初期集中支援チームを中心に、対象者の早期発見、早期対応するよ

う努めます。 

・認知症の容態に応じた適時適切な対応、地域での見守り体制づくり等、認

知症とその家族を地域で支えるための体制づくりを推進していきます。 

 

① 認知症地域支援ネットワーク推進会議 

庁内及び地域の関係機関、医療や介護事業所、家族の会等、認知症の支

援に係る関係者により、認知症の理解促進に関することや認知症施策に関

する課題とその対応策等を検討し、認知症の人とその家族を支援する体制

の充実を図ります。 

 

② 認知症初期集中支援チーム 

複数の専門職が家族の相談等により、認知症が疑われる人、認知症の人

及びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援等早期の支援を包括的・

集中的に行います。引き続き、認知症初期集中支援事業の対象者の把握に

努め早期の対応が行えるよう、事業の周知を図ります。 

 

③ 認知症高齢者等見守りネットワーク 

見守り協力機関との連携により見守り活動を充実させることで、地域で

の見守り体制を強化し、認知症高齢者等の異変や行方不明時等の早期対応

に努めます。そのために、認知症サポーター養成講座等の普及を促進し、

地域住民や関係機関等に対して認知症への理解を深めながら、事業の周知

を図ります。 
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④ 成年後見制度の利用促進 

判断能力が不十分なために、財産侵害を受けたり、人間としての尊厳が

損なわれたりすることがないよう、財産管理や身上保護に関する法律行為

等を支援する仕組みである成年後見制度について、周知・啓発を行うとと

もに、制度の利用が必要と思われる高齢者や親族等に制度の説明や利用に

対する支援を行います。 

併せて、適切な相談体制の確保、申立ての支援、後見人等のサポートを

行うため、関係機関と連携し制度が利用しやすい環境を整えるとともに、

これらの機能を充実させるため、中核機関や協議会を設置します。 
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基本目標５ 介護を受けながら安心して暮らすための支援 

施策１ 要介護者の在宅生活を支えるサービス 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の高齢者が重度な要介護状態となっ

ても住み慣れた地域で生活していくために、日常生活を支えるサービスを展開

します。 

また、支援が必要な高齢者等のニーズに沿ったサービス提供に努めます。 

 

＜施策の方向＞ 

① 介護用品支給事業 

・高齢者を在宅で介護する家族に、経済的負担の軽減を図り、要介護高齢者

等の在宅生活の継続及び向上に資することを目的に、介護用品（紙おむつ

等）を購入するためのクーポン券を交付します。今後、事業実施の方向性

について検討していきます。 

 

② 介護保険通所サービス利用者食費負担額助成事業 

・介護保険施設の通所サービスを利用している人の食費の自己負担分の一部

を助成するとともに、事業の周知を図ります。 

 

③ 訪問理美容サービス事業 

・寝たきり等で理美容院に行けない人が自宅で訪問による理美容サービスを

受けるときにかかる費用を助成するための利用券を交付します。 

 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護用品支給事業 人 422 434 456 450 450 450

介護保険通所サービス
利用者食費負担額助成
事業 

人 18 17 11 20 20 20

訪問理美容サービス事
業 

人 8 9 8 8 8 8
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施策２ 家族介護支援 

介護が必要な高齢者が増加していることに伴い、家族介護者も増加している

ことから、家族介護者に対する身体的、精神的、経済的負担の軽減を図ります。 

家族介護者のそれぞれの立場に応じた支援施策を展開することで、様々な不

便や負担軽減を図ります。 

 

＜施策の方向＞ 

① 家族介護者交流事業 

・家族介護者相互の交流を図るとともに介護による身体的、精神的負担の軽

減を図ることを目的に家族介護者が交流する会を開催します。 

 

② 寝たきり高齢者及び認知症高齢者介護慰労金支給事業 

・在宅で寝たきりの高齢者または認知症高齢者を介護する家族に、身体的、

精神的な労苦に報いるために慰労金を支給します。 

 

③ 徘徊高齢者家族支援事業 

・認知症による徘徊高齢者を在宅で介護している家族に、徘徊探知端末（Ｇ

ＰＳ利用）を貸与することにより徘徊高齢者の早期発見に努め、介護者の

負担を軽減します。今後、事業実施の方向性について検討していきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

寝たきり高齢者及び認
知症高齢者介護慰労金
支給事業 

人 81 48 52 55 60 65
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施策３ 医療と介護の連携 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で、自分ら

しい暮らしを人生の最期までつづけることができるよう、在宅医療と介護を一

体的に提供するために、医療と介護の関係者との連携・協働を推進します。 

また、在宅療養者の生活の場において、医療と介護の連携した対応が求めら

れる場面を意識したＰＤＣＡサイクルと地域の目指すべき姿を設定し、事業を

展開します。 

 

＜施策の方向＞ 

・保健・医療・介護・福祉の各サービスが適正かつ円滑に提供できるよう各

関係機関との連携強化を図ります。 

・医療・介護をはじめとした多職種の連携の推進を図るため、医療・介護事

業所等の関係機関と連携し、在宅医療・介護連携推進協議会・研修会を引

き続き実施していきます。これらの取り組みを通して、地域レベルで顔の

見える関係づくりを支援していきます。 

・広域的に取り組むべき課題を解決するために、中北管内在宅医療介護広域

連携会議に参画し、近隣の市町とともに課題に取り組みます。 

・在宅医療・介護連携推進事業の手引きに基づき、在宅医療・介護連携推進

協議会等の協議の場で、在宅療養者の生活の場面において、医療と介護の

連携した対応が求められる4つの場面（①日常療養支援 ②入退院支援 

③急変時対応 ④看取り）を意識したＰＤＣＡサイクルと地域の目指すべ

き姿、事業の目的や評価指標を設定し、事業を展開していきます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

在宅療養者の生活の場
において、医療と介護
の連携した対応が求め
られる場面を意識した
目標設定・評価 

－ － － －

目指すべ

き姿・目

標・指標

の設定 

 評価 
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施策４ 専門職の人材育成 

介護予防・生活支援サービスの充実においては、高齢者の社会参加や社会的

役割を持つことが、生き甲斐や介護予防に繋がるという観点から、高齢者等の

地域住民の力を活用することが重要となります。 

介護人材確保のためにボランティアポイントの活用、地域の支え合い活動等

の事務手続き支援事業等の活用により、ボランティア活動・就労的活動による

社会参加の促進などの取組を行います。 

また、介護保険制度が住民のニーズに十分に応えていくためには、介護サー

ビスを担う人材の確保が必要です。介護サービスを担う専門職の人材不足に関

する課題等を把握し人材確保に努めるとともに、介護従事者の資質の向上等、

育成のために支援していきます。 

 

 

＜施策の方向＞ 

① 介護現場の事業仕分け 

・介護現場の生産性向上の促進のため、国や県の「介護現場革新会議」によ

り選定されたモデル施設における業務効率化への取組の好事例を各事業所

に伝播させ、業務改善の提案や支援を行います。 

 

② ロボット、ＩＣＴ導入促進 

・見守りや介助負担の軽減を図るための介護ロボット、訪問介護サービスを

はじめとする現場との情報共有・連携などを支援するＩＣＴの導入経費に

ついて、県補助金の活用を案内し、事務手続きを支援します。 

 

③ 文書削減への取組 

・指定申請等、サービスの認可に係る届出などの手続きの簡素化や利便性の

向上を図るため、国や他自治体と歩調を合わせ、随時見直しを進めます。 
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基本目標６ 安全・安心に暮らせる生活環境づくりの推進 

施策１ 地域福祉意識の醸成 

地域包括ケアシステムの推進にあたっては、本人が自分でできることは自分

で行う「自助」を基本として、近隣の住民が地域の支え合いである「互助」を

行い、その上で「共助」となる相互扶助制度のサービスを利用し、生活の質を

向上させる「公助」による支援、これら「自助」「互助」「共助」「公助」の考え

方を基盤として、地域福祉を推進することが重要です。これらの考え方につい

ての啓発を行う中で、合理的配慮等に関する理解促進をはじめ、地域福祉意識

の醸成を図ります。 

 

＜施策の方向＞ 

・障害者差別解消法施行に伴い、合理的配慮等に関する理解促進を広報等に

より周知します。 

・高齢者や障がいのある人に対する合理的配慮等の考え方の周知を行う中で、

地域福祉意識の醸成に努めます。 

 

 

① 敬老祝金支給事業 

・長寿を祝福し、敬老意識の発揚に努め、地域社会の平和と福祉の向上に寄

与することを目的に祝金を支給します。 

 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

敬老祝金支給事業 人 1,030 346 314 360 380 410
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施策２ 住みやすい環境整備の推進 

地域包括ケアシステムの構築において、「住まい」は医療、介護、介護予防、

生活支援の基本となる重要な要素です。高齢者が住みやすい環境の整備を行い、

それぞれのニーズや心身の状態等に応じた住まいの確保に取り組みます。 

ユニバーサルデザイン化を推進し、高齢者だけではなく、障がいのある人や

子ども、妊産婦等が住みやすい環境の整備に努めます。 

 

＜施策の方向＞ 

・高齢者等が在宅で安全・安心に住み続けられるよう、住まいの改修等、質

の高い生活を送るための環境整備を推進します。 

・高齢化や要介護認定者数の増加に伴い、有料老人ホームやサービス付き高

齢者向け住宅の、在宅介護に代わるサービスとしての重要性が増していま

す。介護施設等の適正な整備・配置と合わせ、これらのサービスが高齢者

向けの住まいの受け皿として機能するための施策を展開します。 

・公営住宅の整備の際には、高齢者が住みやすくなるよう配慮します。 

・介護サービスの質の向上を図るため、介護相談員派遣事業を実施します。 

 

① 住宅改修支援事業 

・住宅改修に関する相談・情報提供や、住宅改修費に関する助言を行うとと

もに、住宅改修費の支給申請に係る理由書を作成した場合の経費を助成し

ます。 

 

② 老人保護措置事業 

・65歳以上の人で、環境上の理由及び経済的理由により、日常生活を営むの

に支障がある高齢者を養護老人ホームに入所措置します。入所判定会の判

定に基づいて、入所が決定されます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

老人保護措置事業 人 14 13 11 12 12 12

 

③ 介護相談員派遣事業 

介護サービスが提供される施設やサービス事業所等を訪問し、介護サー

ビス利用者の相談等に応じ、利用者が安心して介護サービスを受けられる

体制をつくるとともに、介護サービスの質の向上を図ります。 
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④ 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の機能強化 

・多様な介護ニーズの受け皿として、有料老人ホーム及びサービス付き高齢

者向け住宅の位置づけが重要となっている状況を踏まえ、将来に必要な介

護サービス基盤の整備量の見込みを適切に定めるために、入居定員総数の

把握に継続的に努めます。 

・有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅が、介護サービスの受け皿

としての役割を適切に果たすことができるよう、未届の当該施設等を把握

した場合は、県に情報提供するとともに指定への移行を支援します。 

 

 高齢者向け住宅の整備状況 

種別 施設数 定員数 入居者数(※) 

併設する介護

サービス事業

所の有無 

有料老人ホーム 2施設 22人 7人(※) 
有：1 

無：1 

サービス付き 

高齢者向け住宅 
13施設 243戸 219戸(※) 

有：8 

無：5 

(※)入居者数は、R2.7月1日現在 

(※)有料老人ホームのうち、1施設はR2.12月より開所しており、入居者数に反映していない。 

(※)サービス付き高齢者向け住宅のうち、1施設はR2.8月より開所しており、入居者数に反映して

いない。 

 

⑤ その他高齢者向け住まいの利用状況の把握 

・介護を必要としなくても、経済的に困窮していたり、身寄りがなく生活に

不安を抱える独居高齢者にとって、軽費老人ホーム（ケアハウス）も暮ら

しを支えてくれる施設として選択肢の一つとなっています。 

介護サービスの提供はありませんが、比較的低額で入居でき、食事や見

守りのサービスを提供する施設もあります。また、基本的に個室となるた

め、プライバシーが守られます。 

令和2年8月現在では、3年前と比較して利用は減少傾向にありますが、

本計画期間においては、高齢化を考慮して現状維持の入所を見込みます。 

 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 計画値 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

軽費老人ホームＡ型 人 6 6 6 6 

 ケアハウス 人 32 32 32 32 
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⑥ 加齢対応住宅構造の公営住宅、住宅確保要配慮者円滑入所賃貸住宅の整備 

・甲斐市市営住宅は、長寿命化計画（平成26年度～令和5年度間）を策定し、

計画内容に基づいて加齢対応住宅構造等の改修工事（バリアフリー等）を

行っています。高齢者を含めすべての入居者が住みよい住宅にすべく、工

事計画の策定及び工事施工を行います。 

・公営住宅は、生活困窮者を対象に入居者を募集しています。また、山梨県

では「山梨県住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画」（平成30年度～令

和5年度間）を策定しています。高齢者を含め、低所得者、障害者等（住宅

確保要配慮者）を対象に、公営住宅のみならず民間の賃貸住宅の空き家、

空き室の有効利用を含めて、住宅確保要配慮者円滑入所賃貸住宅の供給の

促進を図ります。 

 

 

施策３ 安心して暮らせる地域づくりの推進 

市民等を狙った悪質商法や詐欺等の犯罪被害に遭わないように、市消費生活

センターにおいて相談や助言を行うとともに、関係機関が実施する各種相談窓

口の周知を図ります。 

また、交通安全対策として、様々な世代に対して教育を実施するとともに、

設備の充実に努めます。 

 

＜施策の方向＞ 

・消費者教育や相談窓口を充実させ、高齢者の消費者被害や詐欺被害を防止

します。 

・消費者トラブルへの対処法を実例や映像を通して学ぶ、消費者出前講座を

開催します。 

・交通安全教育を実施し、交通ルールの確認や交通安全意識の向上に努めま

す。 

・ガードレールやカーブミラー等の交通安全設備を、交通事故の危険性が高

いところから優先的に設置していきます。 

・交通事故の被害にあった場合に備えて、山梨県市町村総合事務組合で実施

している交通災害共済の加入を促進するため、広報等により周知します。 
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施策４ 災害及び感染症に対する備え 

災害の発生に備えては、日頃からの防災に対する心構えや取り組み体制が重

要なため、関係機関との連携により、防災の意識啓発に取り組みます。 

また、新型コロナウイルスをはじめとする感染症は、介護サービスの円滑な

実施に深刻な影響を与えています。事業所・施設内感染を未然に防ぐために普

段からの健康管理や手指の消毒等の基本的な対策や、定期的な点検、感染発生

を想定した訓練の重要性を周知します。 

さらに、市内における新型コロナウイルス感染症等の感染症の拡大を最小限

に抑え、市民の安心と健康を守るため、感染症対策を本市の危機管理に関わる

重要課題として対策を講じていきます。 

 

＜施策の方向＞ 

① 災害に対する備え 

・定期的に防災訓練を開催し、要配慮者の安否確認を行います。 

・避難行動要支援者名簿を作成し、地域での見守り活動や避難訓練等に活用

できるように平常時の情報提供に同意した人の名簿を避難支援等関係者へ

提供します。 

・自主防災組織の設立を促すとともに、関係機関等と協力し避難行動要支援

者の個別計画の作成に努めます。 

・介護サービス事業所との連携を深め、避難訓練の実施や防災啓発活動、災

害の想定範囲の把握状況や、食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物

資の備蓄・調達状況の確認を行います。 

・事業所で策定している具体的な防災計画を定期的に確認し、災害の種類ご

とに避難に要する時間や避難経路等の確認を行います。 

・医療・保健・福祉と防災担当間で分野横断的に被災者支援に関する情報を

収集し、共有するための連携を進めます。平時からあらかじめ各部局がそ

れぞれの役割を確認し、避難所における聞き取り調査票の共有化（共通で

把握しなければならない事項と専門的視点から把握しなければならない事

項の整理等）を図ります。 
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＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護事業所の避難訓練
の実施、備蓄状況等の
確認 

件 10 10 3 10 10 10

介護事業所の防災計画
の定期点検 

件 － － 34 36 38 39

 

② 感染症に対する備え 

・感染症の拡大時においては、感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及

び健康を保護するとともに、市民生活及び市民経済に及ぼす影響が最小限

となるように努めます。 

・平時から、介護サービス事業所と連携し、最新の感染防止策を周知啓発す

るとともに、机上訓練等の実施を進めます。また、感染者や濃厚接触者が

発生した場合の代替サービスの確保に向け、県や保健所、協力医療機関と

の連携体制を強化します。 

・各事業所に対し、定期的な確認を行うために訪問指導等を実施し、介護従

事者が感染症に対する理解や知見を有した上で業務に当たることができる

よう、研修機会の充実を進めます。 

・介護サービス事業所における、感染防護具、消毒液その他必要な物資の備

蓄・調達体制の整備状況を適時確認し、長期的な対策の、計画的な実施を

支援します。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位

第７期計画 第８期計画 

実績値 見込値 計画値 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護事業所の感染症 

対策等に係る訪問指導 
件 － －

書面指導

（全事業所）
10 10 10
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３ 介護保険サービス利用者数の推計 

 

４ サービス事業量の推計 

（１）各居宅(介護予防)サービス年間利用量(日数、回数等)、利用人数 

（２）各地域密着型(介護予防)サービス年間利用量(日数、回数等)、利用人数 

（３）各介護保険施設サービス年間利用人数 

５ 介護保険給付費の推計 

 

第 章    介護保険事業の適正運営の推進と 

保険料算定 

 

１ サービス見込量の推計の手順 
 

サービス見込量は、以下の手順に沿って行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設・居住系サービス 

利用者数の推計 

標準的居宅(介護予防)サービス 

標準的地域密着型(介護予防)サービス 

利用者数の推計 

１ 人口推計 

（１）65 歳以上～75 歳未満高齢者、75 歳以上高齢者の人口推計 

（２）介護保険対象者（40 歳以上）の人口推計 

 

２ 要介護等認定者数の推計  
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２ 介護サービス基盤の整備計画 

 

甲斐市において、高齢者人口のピークを迎えるのは2025年以降と推定され

ます。 

また、今後は高齢者のみの独居、高齢夫婦のみの世帯、認知症の人の増加が

見込まれることから、介護サービス需要が更に増加・多様化していくと考えら

れます。 

利用者やその家族の介護サービスへのニーズの収集のために、「在宅介護実

態調査」「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」を実施し、受給者の生活を支え

るための各種介護サービス等を適切に組み合わせた計画を作成する介護支援

専門員に対して「在宅生活改善調査」を、市内外で介護サービス事業を展開す

る法人に対して、既存事業の拡大や新規分野への参入の意向を把握するために

「介護保険サービス施設等に関するアンケート」を実施してきました。 

これらの調査やアンケートから得たニーズは、地域的な課題であり、充足が

求められるサービスを検討する上での基本となりますが、一方で、市を取り巻

く広域的な視点から、以下の課題についても考慮する必要があります。 

 

① 特別養護老人ホーム待機者の解消 

市内外の特別養護老人ホームに対して、令和2年4月1日時点で約350人

の被保険者が入所の申し込みをしています。うち、特に要介護度が高いた

め、できるだけ早い入所が望まれる人は約90人と見込まれます。 

 

② 介護離職ゼロに向けた取組 

前期計画を策定した平成29年に全国調査が行われ、家族・親族等の介護

を理由に離職した人は年間10万人にのぼり、そのうち、「介護サービスの

利用ができなかったこと」を離職理由に挙げている人が毎年1.5万人程度

いると推計されました。特別養護老人ホームの平均的な在所期間が約4年

であることから、1.5万人の4倍の約6万人に対して、「介護離職防止のため

のサービス」の提供を2020年代初頭までに取り組む計画が立てられ、今

期計画期間においても国の指針は継続されています。 

市では、「在宅介護実態調査」結果から収集した情報を元に離職者割合や

国調査の「介護サービスの利用ができなかった人」の割合に着目し、今期

計画期間において約80人の介護離職を防止することが必要と考えていま

す。 
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③ 介護療養型医療施設の療養病床の転換 

療養病床とは、病院などの病床のうち、主として長期療養を必要とする

人が入院するもので、医療病床と介護病床に区分されますが、平成18年の

医療・介護報酬改定に際し、国が実態調査を行ったところ、病床の区分に

対し患者の容態に大きな差がなかったことから、医療と介護の役割分担が

課題とされました。また、医療保険制度改革の中での医療費適正化の議論

を受け、患者の状態に応じて老人保健施設への転換促進と介護療養病床の

廃止を柱として推進されることになりました。 

しかしながら、当初予定していた平成23年度までの全面的な転換は進ま

ず、療養病床の廃止は令和6年3月まで猶予されることになりました。 

また一方で、慢性期の医療ニーズに対応する医療・介護サービスの提供

体制の在り方が検討され、長期に療養生活を送るにふさわしい、プライバ

シーの尊重、家族や地域住民との交流が可能となる「住まい」機能の強化、

経管栄養や喀痰吸引など日常生活上で必要な医療処置や充実した看取りを

実施する体制を満たす「介護医療院」が創設されました。 

令和2年12月時点で、山梨県内に介護医療院は1施設のみであり、介護

療養型医療施設の廃止を目前に控え、介護医療院と同様の機能を持つ介護

サービスの代替が求められています。 

 

④ 既存サービス事業所・施設の機能拡大 

山梨県全体として、施設での介護と在宅介護の区分に囚われない「住ま

い系」サービスを提供する地域資源としての有料老人ホームを活用するに

当たり、県への届出がされていない有料老人ホームに対し、介護保険適用

事業所として指定を促進します。 

また、特別養護老人ホームに併設されているショートステイ（短期入所）

施設に対して、特別養護老人ホームへの転換の働きかけを行います。 

 

 

これらの課題の解消や利用者、介護者等のニーズに対応するため、また、県の

施策を踏まえつつ、本計画期間における介護サービス基盤について次のとおり

整備を進めます。 

 

＜整備を目指す介護サービス＞ 

・地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）1施設 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 1施設 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 1施設  
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３ 介護給付適正化事業の推進 

 

介護給付の適正化とは、介護サービスを必要とする利用者を適切に認定し、

利用者が真に必要とするサービスを見極めた上で、事業者がルールに従ってサ

ービスを適切に提供するよう促すことです。 

適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を図ることで、介護

保険制度への信頼が高まり、持続可能な介護保険制度へとつながります。 

本市においては、適正化に係る国の基本指針を踏まえて、具体的な事業の内

容、実施方法を目標として定めます。 

 

＜施策の方向＞ 

・介護給付の適正化のために行う事業の実施主体は市(保険者)でありますが、

山梨県、国保連合会と現状認識を共有し、一体的に取り組むことができる

よう連携を図ります。 

・前期計画より主要5事業とされる「要介護認定の適正化」「ケアプランの点

検」「住宅改修費等の点検」「縦覧点検・医療情報との突合」「介護給付費通

知」に加え、「給付実績の活用」に取り組んできましたが、低調な事業につ

いての課題分析を進め、改善を図るために、単に実施したかの過程だけで

はなく、実施結果、実施効果についても評価に努めます。 

 

① 要介護認定の適正化 

要介護・要支援認定における訪問調査について、会計年度任用職員により

実施するとともに、居宅介護支援事業所に委託した調査が適切かつ公平とな

るよう、職員による点検を実施します。 

また、山梨県が主催する要介護認定適正化事業に関する研修会へ、会計年

度任用職員及び居宅介護支援事業所職員が積極的に参加し、全国統一の要介

護認定訪問調査基準への理解と地域格差の認識を深めることで、客観的かつ

公平・公正な視点での調査を行うよう努めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位
第７期計画 第８期計画 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

認定調査結果について
の保険者（市）による点
検 

件 2,154 1,918 1,780 全件 全件 全件 

介護認定調査員新規研
修・現任研修への参加 

回 
3 

（全回）

3 

（全回）

3 

（全回）
3 3 3
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② ケアプランの点検 

居宅介護支援事業所の介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画（ケ

アプラン）が、ケアマネジメントのプロセスを踏まえた「自立支援」に資する

ものとなっているかについて、職員が会計年度任用職員として任用した介護支

援専門員とともに確認・検証を行います。点検の中での助言等を通じて、ケア

プランを作成した介護支援専門員に「気づき」を促し、ケアマネジメント力の

向上を目指します。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位
第７期計画 第８期計画 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

ケアプラン点検の実施 件 未実施 40 32 44 44 44 

 

③ 住宅改修等の点検 

住宅改修工事について書面による全件点検を行い、改修の必要性が書面から

判断し難い事案、高額な事案等については、現地調査を実施し、利用者の容態

にそぐわない不適切又は不要な住宅改修費の請求の防止を図ります。 

また、福祉用具利用者に対し訪問調査等を行って、福祉用具の必要性や利用

状況等を点検することにより、不適切又は不要な購入・貸与の防止を図り、利

用者の自立を進めます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位
第７期計画 第８期計画 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

住宅改修の書面点検 件 
122

(全件)

136

(全件)

135

(全件)
全件 全件 全件 

住宅改修の訪問調査 件 未実施 未実施 2件 年6件 年6件 年6件 

福祉用具購入・貸与の
訪問調査 

件 未実施 未実施 2件 年12件 年12件 年12件

 

④ 縦覧点検・医療情報との突合 

国保連合会と連携しながら、給付適正化システムにより介護サービス受給者

ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細書内容）を確認し、提

供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行い、請求内容の

誤り等を早期に発見して適切な処置を行います。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位
第７期計画 第８期計画 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

縦覧点検・医療情報と
の突合の実施 

回数 年12回 年12回 年12回 年12回 年12回 年12回
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⑤ 介護給付費通知の送付 

受給者本人と家族に対して、介護事業者からの市に対する介護報酬請求及び

費用の給付状況を通知することにより、自ら受けているサービスの内容を再確

認することで架空請求等の不適切な請求の発見と抑制を図るとともに、受給者

や介護事業者における介護サービスの適切な利用と提供を普及促進させます。 

 

＜数値目標＞ 

区分 単位
第７期計画 第８期計画 

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護給付費通知の送付 回数 年2回 年2回 年2回 年2回 年2回 年2回 

 

⑥ 給付実績を活用した分析・検証 

国保連合会と連携しながら、給付適正化システムから抽出される給付実績を

活用し、不適切な給付や事業者を発見し、適正なサービス提供と介護費用の効

率化、事業者の指導育成を図ります。 

また、給付適正化システムは、「②ケアプラン点検」「③住宅改修等の点検」

をはじめ、介護サービス事業所に対する実地指導等の目的別に有用な給付実績

情報の分類・集約が可能であるため、活用を促進するために山梨県、国保連合

会が開催する研修会に積極的に参加して、作業の習熟度を向上させます。 

 

 

＜計画的取組の推進＞ 

・「第5期山梨県介護給付適正化計画」に掲げられた目標との連携を意識しつ

つ、県の行う支援措置を積極的に活用します。 

・適正化事業を推進する上で、十分な職員体制を整えるよう努めます。 

・適正化事業の実施状況及び取組状況等を把握・分析し、着実な実施に向け

て、PDCAサイクルを展開します。 

・適正化事業を進める目的について、受給者や家族等介護者を含めて理解を

得るため、また、事業者とも目的を共有した上で協働して取り組むよう働

きかけを行います。 
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４ 居宅・介護予防サービス 

在宅での介護を中心としたサービスが居宅サービスです。居宅サービスには、

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理

指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養

介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売がありま

す。 

また、これらとは別に住宅改修費の支給制度もあります。居宅サービスは、

居宅療養管理指導などの一部のサービスを除き、要介護度ごとに１か月当たり

の利用限度額が決められています。サービス利用者は、介護支援専門員（ケア

マネジャー）等と相談しながら、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成し、

居宅サービス計画に従ってサービスを利用し、費用の原則１割～３割をサービ

ス事業者に支払います。 

 

 

（１）訪問介護（ホームヘルプサービス） 

介護福祉士又はホームヘルパーが家庭を訪問して、要介護者に、入浴・排せ

つ・食事等の介護その他の必要な日常生活上の支援を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

訪問介護 
回/年 87,606 85,693 86,118 92,668 91,817 91,220 92,735 112,220

人/年 4,921 5,084 5,100 5,304 5,280 5,340 5,484 6,540

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

看護師や介護職員が移動入浴車等で各家庭を訪問し、浴槽を家庭に持ち込ん

で入浴の介護を行い、要介護者（要支援者）の身体の清潔の保持、心身機能の

維持等を図ります。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

訪問入浴介護 
回/年 1,902 1,487 1,603 1,568 1,513 1,532 1,486 1,928

人/年 307 262 336 336 324 324 324 420

介護予防 
訪問入浴介護 

回/年 0 4 0 0 0 0 0 0

人/年 0 2 0 0 0 0 0 0

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（３）訪問看護・介護予防訪問看護 

病状が安定期にある要介護者（要支援者）について、訪問看護ステーション

や病院、診療所の看護師が家庭を訪問して療養上の世話や必要な診療の補助を

行います。 

サービスの提供に当たっては主治医との密接な連携に基づき、利用者の療養

生活を支援し、心身機能の維持回復を図ります。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

訪問看護 
回/年 14,775 15,420 18,686 22,403 23,059 23,104 23,556 29,932

人/年 2,349 2,517 2,808 3,132 3,180 3,204 3,288 4,164

介護予防 
訪問看護 

回/年 1,513 1,767 1,894 1,918 1,938 1,938 2,020 2,468

人/年 326 358 336 312 312 312 324 396

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

理学療法士、作業療法士が家庭を訪問して、要介護者（要支援者）の心身機

能の維持回復を図るとともに、日常生活の自立を助けるための理学療法、作業

療法その他必要なリハビリテーションを行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

訪問リハビリ 
テーション 

回/年 12,935 15,175 15,271 16,536 16,644 16,465 17,039 21,676

人/年 1,093 1,236 1,236 1,308 1,332 1,332 1,380 1,752

介護予防訪問 
リハビリテー 
ション 

回/年 1,022 1,687 1,777 1,795 1,775 1,879 1,879 2,297

人/年 107 166 192 204 204 216 216 264

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

通院が困難な要介護者（要支援者）について、医師、歯科医師、薬剤師、歯

科衛生士、管理栄養士などが家庭を訪問し、心身の状況、置かれている環境等

を把握して療養上の管理や指導を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

居宅療養管理
指導 

人/年 1,902 2,164 2,448 2,640 2,664 2,676 2,736 3,504

介護予防居宅 
療養管理指導 

人/年 51 59 120 132 132 132 144 180

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（６）通所介護 

デイサービスセンター等への通所により、入浴・排せつ・食事等の介護その

他の日常生活上の支援や機能訓練を行います。利用者の心身機能の維持ととも

に、社会的孤立感の解消や家族の身体的・精神的負担の軽減も図ります。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

通所介護 
回/年 83,315 85,399 84,460 86,124 88,037 88,937 92,468 116,045

人/年 6,951 6,962 6,696 6,648 6,660 6,648 6,912 8,664

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（７）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

介護老人保健施設や病院などへの通所により、心身機能の維持回復を図り、

日常生活の自立を助けるための理学療法、作業療法その他必要なリハビリテー

ションを行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

通所リハビリ 
テーション 

回/年 24,006 24,482 25,298 26,594 27,565 28,596 29,773 37,438

人/年 2,594 2,612 2,664 2,844 2,940 3,000 3,132 3,948

介護予防通所
リハビリテー 
ション 

人/年 851 870 948 924 948 984 1,020 1,236

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（８）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

介護老人福祉施設などに短期間入所し、当該施設において入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の介護や支援を受けるサービスです。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

短期入所 
生活介護 

日/年 47,561 50,225 55,685 60,364 63,070 62,430 65,411 84,248

人/年 2,987 3,051 2,820 2,808 2,964 2,928 3,048 3,936

介護予防
短期入所
生活介護 

日/年 212 177 149 359 359 359 359 545

人/年 37 26 24 72 72 72 72 108

※令和２年度の実績値は見込値です。 
 
 

（９）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

介護老人保健施設、介護医療院等に短期間入所し、当該施設において、看護・

医学的管理下における介護、機能訓練その他必要な医療及び日常生活上の介護

や支援を受けるサービスです。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

短期入所療養
介護（老健） 

日/年 256 102 38 29 29 29 38 38

人/年 37 17 24 36 36 36 48 48

短期入所療養
介護 
（病院等） 

日/年 300 292 316 372 372 372 372 372

人/年 12 15 12 12 12 12 12 12

短期入所療養
介護 
(介護医療院) 

日/年 0 0 0 0 0 0 0 0

人/年 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防短期
入所療養介護
（老健） 

日/年 0 0 0 0 0 0 0 0

人/年 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防短期
入所療養介護
（病院等） 

日/年 0 0 0 0 0 0 0 0

人/年 0 0 0 0 0 0 0 0

介護予防短期
入所療養介護
(介護医療院) 

日/年 0 0 0 0 0 0 0 0

人/年 0 0 0 0 0 0 0 0

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（10）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障がある要介護者（要支援者）

の日常生活の便宜を図るための福祉用具（車椅子、特殊寝台等）や機能訓練の

ための福祉用具（歩行器、置き型てすり等）を貸与します。 
 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

福祉用具 

貸与 
人/年 9,649 9,800 10,284 11,040 11,328 11,544 11,964 15,156

介護予防福
祉用具貸与 

人/年 1,414 1,613 1,764 1,752 1,752 1,752 1,812 2,196

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（11）特定福祉用具・特定介護予防福祉用具購入費 

要介護者（要支援者）の日常生活の便宜を図るため、衛生的に貸与になじま

ない入浴や排せつ等に用いる福祉用具の購入費の一部を支給します。 
 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

特定福祉用具
購入費 

人/年 164 151 204 252 252 240 240 300

特定介護予防 
福祉用具購入費 

人/年 22 29 36 36 36 48 48 48

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（12）住宅改修・介護予防住宅改修 

在宅の要介護者（要支援者）が、手すりの取付けや段差の解消等を行ったと

きに、改修費を支給します。 
 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

住宅改修 人/年 94 104 96 108 108 120 132 156

介護予防住宅
改修 

人/年 26 29 48 60 60 72 72 84

※令和２年度の実績値は見込値です。
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（13）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

介護保険法に基づく指定を受けた有料老人ホームなどに入居している要介

護（支援）認定者について、特定施設サービス計画（ケアプラン）に基づき入

浴、排せつ、食事等の介護、生活などに関する相談、助言、機能訓練、療養上

の支援を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

特定施設入居
者生活介護 

人/月 13 14 22 24 35 35 37 43

介護予防特定
施設入居者生
活介護 

人/月 1 2 1 1 1 1 1 1

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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５ 地域密着型サービス 

住み慣れた地域で住み続けることができるよう身近な生活圏内において提

供される、地域に密着したサービスで、具体的なサービスの種類は次のとおり

です。 

 

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪

問看護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回と随時の対応を行うサービス

です。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

定期巡回・随
時対応型訪問
介護看護 

人/年 12 1 0 0 120 180 240 600

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（２）夜間対応型訪問介護 

夜間等の時間帯に、定期的な巡回又は緊急時等に訪問介護を提供するサービ

スです。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

夜間対応型訪
問介護 

人/年 0 0 0 0 0 0 0 0

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（３）認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の人を対象に通所介護サービスを提供します。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

認知症対応型
通所介護 

回/年 831 866 677 814 814 814 814 1,085

人/年 58 52 36 36 36 36 36 48

介護予防認知
症対応型通所
介護 

回/年 0 0 0 0 0 0 0 0

人/年 0 0 0 0 0 0 0 0

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（４）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心に、利用者の状況に応じて、訪問や宿泊を組み合わせた介護

サービスを提供します。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

小規模多機能
型居宅介護 

人/年 338 353 348 432 492 564 660 852

介護予防小規
模多機能型居
宅介護 

人/年 28 27 12 12 24 24 24 24

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（５）認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症の状態にある要介護（要支援）認定者について、5～9人で共同生活を

しながら、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓

練を受けるサービスです。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

認知症対応型
共同生活介護 

人/月 101 105 101 108 126 126 135 162

介護予防認知
症対応型共同
生活介護 

人/月 1 0 0 0 0 0 0 0

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（６）地域密着型特定施設入居者生活介護 

定員29人以下の、要介護者とその配偶者に利用が限定されている有料老人

ホーム等で、入浴・排せつ・食事等の介護、機能訓練、健康管理、その他日常

生活上の世話や療養上の支援を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

地域密着型特
定施設入居者
生活介護 

人/月 0 0 0 0 0 0 0 0

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（７）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員29人以下の小規模な特別養護老人ホームで、入浴・排せつ・食事等の介

護その他の日常生活上の介護や支援、機能訓練、健康管理及び療養上の介護や

支援を行います。 
 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

地域密着型介
護老人福祉施
設入所者生活
介護 

人/月 72 83 91 87 87 116 116 145

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（８）看護小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型

サービスを組み合わせて提供します。看護師の配置も多く、医療ニーズの高い

要介護者も利用しやすいサービスです。 
 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

看護小規模多
機能型居宅介
護 

人/年 0 0 0 96 240 300 300 660

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（９）地域密着型通所介護 

定員18人以下の小規模な通所介護施設で、要介護高齢者に対して、通所介護

サービスを提供します。 
 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

地域密着型 
通所介護 

回/年 41,923 40,300 40,421 42,284 42,583 42,763 44,153 55,478

人/年 3,685 3,572 3,432 3,420 3,432 3,480 3,612 4,500

※令和２年度の実績値は見込値です。
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６ 施設サービス 

施設サービスは、次に掲げる4種類の施設で提供されています。 

 

（１）介護老人福祉施設 

常時介護が必要で、家庭での生活が困難な場合に入所する施設で、要介護者

に、入浴・排せつ・食事等の介護、機能訓練、健康管理、その他日常生活上の

世話や療養上の支援を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

介護老人福祉
施設 

人/月 169 167 169 176 176 181 203 251

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（２）介護老人保健施設 

病状が安定し、リハビリテーションを中心とする医療ケアと介護を必要とす

る場合に入所する施設で、要介護者に、看護、医学的管理下での介護、機能訓

練、その他必要な医療及び日常生活上の支援を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

介護老人保健
施設 

人/月 108 106 99 98 98 98 102 129

※令和２年度の実績値は見込値です。 

  



第５章 介護保険事業の適正運営の推進と保険料算定 

 

 
80 

（３）介護療養型医療施設、介護医療院 

介護療養型医療施設は、比較的長期にわたって療養を必要とする場合に入院

する施設で、要介護者に、療養上の管理、看護、医学的管理下での介護や機能

訓練等を行います。 

介護療養型医療施設は令和5年度末に廃止されることから、「介護医療院」や

「介護療養型老人保健施設」などへの転換が進められています。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和
22 年度

介護療養型 
医療施設 

人/月 17 5 0 0 0 0  

介護医療院 人/月 1 6 16 17 20 21 24 28

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

７ 居宅介護支援・介護予防支援 

要介護（要支援）認定者の居宅サービスの適切な利用等が可能となるよう、

要介護（要支援）認定者の心身の状況、置かれている環境、意向等を勘案して、

介護支援専門員（ケアマネジャー）が、居宅サービス計画（ケアプラン）を作

成し、そのマネジメントを通してサービス提供結果の評価・検証を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度 

令和 

元年度

令和

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 
22 年度

居宅介護
支援 

人/年 16,529 16,532 16,740 16,956 17,028 17,040 17,700 22,440

介護予防
支援 

人/年 2,233 2,507 2,808 2,844 2,940 3,048 3,156 3,816

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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８ 介護予防・日常生活支援総合事業 

「介護予防・日常生活支援総合事業」は、これまで全国一律の予防給付とし

て提供されていた介護予防訪問介護（ホームヘルプ）・介護予防通所介護（デイ

サービス）を、市町村が取り組む地域支援事業に段階的に移行し、多様なサー

ビスを提供できるようにするものです。要支援者、介護予防・生活支援サービ

ス事業対象者（基本チェックリストを用いた簡易な形で要支援者に相当する状

態等と判断された者）を対象とした「介護予防・生活支援サービス事業」と、

すべての高齢者を対象とした「一般介護予防事業」があります。 

地域における均一なサービス提供体制を構築していくため、訪問・通所事業

者に加えＮＰＯなど多様な提供体制による受け皿を確保していくとともに、住

民主体による生活支援サービスの充実を図り、高齢者の社会参加を推進してい

きます。 

 

（１）介護予防・生活支援サービス事業 

要支援者等に対して、従来の専門的なサービスに加え住民、NPO法人等の多

様な主体によるサービス等を提供することにより、介護予防を推進し、地域で

の自立した生活の支援へつなげます。 

 

 

（１）－１ 訪問型サービス 

要支援者等の居宅を訪問し、食事や入浴の介助、掃除、洗濯等のサービスを

提供します。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和 

元年度

令和 

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度

訪問型 
サービスＡ 

回/年 6,088 6,720 7,345 7,400 7,500 7,600 7,800

人/年 1,331 1,443 1,472 1,480 1,500 1,520 1,560

訪問型 
サービスＣ 

回/年 4 29 95 120 120 120 144

人/年 1 2 8 10 10 10 12

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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（１）－２ 通所型サービス 

要支援者等を対象に、旧介護予防通所介護に相当するサービスでは、日常生

活上の支援や生活行為向上のための支援を行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和 

元年度

令和 

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度

通所型 
サービスＡ 

回/年 10,008 11,857 12,900 13,000 13,150 13,250 13,450

人/年 2,297 2,597 2,700 2,750 2,800 2,820 2,860

通所型 
サービスＣ 

回/年 167 144 0 240 240 240 240

人/年 14 8 0 20 20 20 20

※令和２年度の実績値は見込値です。 

 

 

（１）－３ 介護予防ケアマネジメント 

要支援者等に対し、総合事業によるサービス等が適切に提供され自立支援に

つながるようケアマネジメントを行います。 

 

事 業 

実績値 見込量 

平成 

30 年度

令和 

元年度

令和 

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度

介護予防ケア 

マネジメント 
人/年 3,600 3,540 3,360 3,450 3,540 3,620 3,800

※令和２年度の実績値は見込値です。 
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９ 保険料の算定 

（１） 介護サービス給付費の推計 

介護給付費の見込み 
単位：千円 

サービス種類 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
７年度 

令和 
22 年度

居宅サービス 

 

訪問介護 283,467 281,170 279,551 284,027 343,478

訪問入浴介護 18,951 18,290 18,524 17,957 23,277

訪問看護 129,546 133,420 133,634 136,161 172,986

訪問リハビリテーション 47,530 47,874 47,357 48,997 62,328

居宅療養管理指導 22,076 22,296 22,436 23,008 29,451

通所介護 720,459 737,811 743,029 770,109 970,630

通所リハビリテーション 220,942 229,166 236,718 245,778 310,032

短期入所生活介護 485,827 506,097 500,362 523,625 673,612

短期入所療養介護（老健） 271 271 271 361 361

短期入所療養介護（病院等） 2,676 2,678 2,678 2,678 2,678

短期入所療養介護(介護医療院) 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 134,770 137,798 139,274 142,996 182,282

特定福祉用具購入費 6,935 6,935 6,445 6,445 8,150

住宅改修 8,353 8,353 9,404 10,120 12,171

特定施設入居者生活介護 58,448 85,289 85,289 90,386 105,355

地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 17,187 25,763 34,340 87,731

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 3,974 3,976 3,976 3,976 5,302

小規模多機能型居宅介護 90,972 103,050 118,083 137,750 180,599

認知症対応型共同生活介護 335,182 391,338 391,427 419,385 503,235

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護 

270,680 270,830 361,191 361,977 452,080

看護小規模多機能型居宅介護 21,746 55,967 68,945 70,571 149,876

地域密着型通所介護 363,759 366,357 366,933 376,832 475,979

施設サービス 

 

介護老人福祉施設 535,799 536,096 550,981 621,121 768,988

介護老人保健施設 311,336 311,509 311,509 324,690 411,047

介護医療院 77,576 91,991 96,687 110,773 128,311

介護療養型医療施設 0 0 0  

居宅介護支援 253,138 255,111 255,376 265,171 337,311

介護サービスの総給付費（Ⅰ） 4,404,413 4,620,860 4,775,843 5,029,234 6,397,250

 
※単位未満は四捨五入により端数処理しています。 
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予防給付費の見込み 
単位：千円 

サービス種類 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
７年度 

令和 
22 年度

介護予防サービス 

 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0

介護予防訪問看護 9,564 9,671 9,671 10,079 12,319

介護予防訪問リハビリテーション 5,184 5,128 5,429 5,429 6,636

介護予防居宅療養管理指導 858 859 859 940 1,166

介護予防通所リハビリテーション 34,072 35,070 36,539 37,782 45,918

介護予防短期入所生活介護 2,415 2,416 2,416 2,416 3,576

介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 0

介護予防短期入所療養介護
(介護医療院) 

0 0 0 0 0

介護予防福祉用具貸与 7,599 7,599 7,599 7,865 9,535

特定介護予防福祉用具購入費 1,074 1,074 1,433 1,433 1,433

介護予防住宅改修 4,902 4,902 5,758 5,758 6,925

介護予防特定施設入居者生活介護 1,257 1,257 1,257 1,257 1,257

地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 848 1,697 1,697 1,697 1,697

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0

介護予防支援 12,683 13,118 13,596 14,077 17,017

介護予防サービスの総給付費（Ⅱ） 80,456 82,791 86,254 88,733 107,479

 

※単位未満は四捨五入により端数処理しています。 

 

総給付費の見込み 
単位：千円 

介護給付及び予防給付 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
７年度 

令和 
22 年度

総給付費（合計） 

→（Ⅲ）＝（Ⅰ）＋（Ⅱ） 
4,484,869 4,703,651 4,862,097 5,117,967 6,504,729

 

※単位未満は四捨五入により端数処理しています。 
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（２）標準給付費見込額の推計 

 

標準給付費の見込み 
単位：千円 

 令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
７年度 

令和 
22 年度

総給付費 4,484,869 4,703,651 4,862,097 5,117,967 6,504,729

特定入所者介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後） 
157,894 147,416 151,016 157,908 197,425

高額介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
81,005 82,144 84,151 87,991 110,010

高額医療合算介護サービス費等給付額 16,921 17,114 17,329 17,658 18,567

算定対象審査支払手数料 6,130 6,284 6,437 6,731 8,415

標準給付費見込額（合計） 4,746,819 4,956,609 5,121,030 5,388,255 6,839,146

 

※単位未満は四捨五入により端数処理しています。 

 

（３）地域支援事業費の推計 

 

地域支援事業費の見込み 
単位：千円 

介護給付及び予防給付 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
７年度 

令和 
22 年度

介護予防・日常生活支援総合事業費 95,721 100,224 103,720 97,434 93,153

包括的支援事業（地域包括支援セン
ターの運営） 

29,605 34,955 35,304 30,714 32,294

任意事業 21,869 22,068 22,309 23,896 25,126

包括的支援事業（社会保障充実分） 600 723 723 273 273

包括的支援事業（社会保障充実分・
生活支援体制整備事業） 

14,643 15,000 15,000 10,311 10,311

包括的支援事業（社会保障充実分・
認知症総合支援事業） 

627 780 780 433 433

地域支援事業費（合計） 163,065 173,750 177,836 163,061 161,590

 

※単位未満は四捨五入により端数処理しています。 
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（４）第１号被保険者の保険料基準額の算定 

令和３年度から令和５年度までの３年間の標準給付見込み額、地域支援事業

費等をもとに、第１号被保険者の保険料基準額を以下のように算定しました。 

 

 
単位（①～⑦）         ：千円 

単位（年額及び月額保険料基準額）： 円 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合 計 

標準給付費見込額（①） 4,746,819 4,956,609 5,121,030 14,824,459

地域支援事業費（②） 163,065 173,750 177,836 514,650

第１号被保険者負担分 
及び調整交付金相当額 
(③＝((①＋②)×
23％)+((①＋介護予防・
日常生活支援総合事業
費)×5％)) ※１ 

1,371,400 1,432,824 1,479,977 4,284,201

調整交付金見込額（④） 98,376 110,205 122,772 331,353

財政安定化基金拠出金 
見込額（⑤） 

0 0

介護保険給付準備基金 
取崩額（⑥） 

300,000 300,000

第７期保険料収納必要額 
（⑦＝③－④＋⑤－⑥） 

3,652,848 3,652,848

予定保険料収納率（⑧） 98.50％ 98.50％

所得段階別加入割合補正
後被保険者数（⑨） 

20,431 20,663 20,921 62,014

年額保険料基準額 
（⑦÷⑧÷⑨） 

60,000 

月額保険料基準額 
（⑦÷⑧÷⑨÷12） 

5,000 

 
※単位未満は四捨五入により端数処理しています。 
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（５）所得段階別保険料の設定 

以下のように所得段階別の被保険者数を見込み、保険料を設定しました。 

 

被保険者数の見込み 
単位：人 

所得段階 対 象 者 
令和 

３年度
令和 
４年度 

令和 
５年度

第１段階 

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者であって世帯

全員が住民税非課税の人及び世帯全員が住民税非

課税で、課税年金収入と合計所得金額の合計が 80

万円以下の人 

2,761 2,793 2,828

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で、課税年金収入と合計所

得金額の合計が 80 万円超 120 万円以下の人 
1,597 1,615 1,635

第３段階 
世帯全員が住民税非課税で課税年金収入と合計所

得金額の合計が 120 万円を超える人 
1,410 1,426 1,444

第４段階 
世帯の中に住民税課税の人がいるが、本人は住民税

非課税で、課税年金収入と合計所得金額の合計が 80

万円以下の人 

2,425 2,453 2,484

第５段階 
世帯の中に住民税課税の人がいるが、本人は住民税

非課税で、課税年金収入と合計所得金額の合計が 80

万円を超える人 

2,882 2,915 2,952

第６段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万

円未満の人 
3,624 3,664 3,711

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 120 万

円以上 210 万円未満の人 
2,866 2,899 2,935

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 210 万

円以上 320 万円未満の人 
1,236 1,250 1,265

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 320 万

円以上 430 万円未満の人 
439 444 450

第 10 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 430 万

円以上 540 万円未満の人 
191 193 195

第 11 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金額が 540 万

円以上の人 
433 438 443

合 計 19,864 20,090 20,342

所得段階別加入割合補正後被保険者数 

＝保険料率(次ページの割合)に置き直した被保険者数 
20,431 20,663 20,921
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保 険 料 
 

所得段階 対 象 者 
基準額に 
対する割合

年額保険料 

（単位：円） 

参考月額 

保険料 

（単位：円）

第１段階 

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で

あって世帯全員が住民税非課税の人及

び世帯全員が住民税非課税で、課税年金

収入と合計所得金額の合計が 80 万円以

下の人 

0.50 

（0.30） 

30,000 

（18,000） 

2,500 

（1,500）

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で、課税年金収

入と合計所得金額の合計が 80 万円超

120 万円以下の人 

0.70 

（0.50） 

42,000 

（30,000） 

3,500 

（2,500）

第３段階 
世帯全員が住民税非課税で課税年金収

入と合計所得金額の合計が120万円を超

える人 

0.75 

（0.70） 

45,000 

（42,000） 

3,750 

（3,500）

第４段階 
世帯の中に住民税課税の人がいるが、本

人は住民税非課税で、課税年金収入と合

計所得金額の合計が 80 万円以下の人 

0.90 54,000 4,500 

第５段階 

《基準額》 

世帯の中に住民税課税の人がいるが、本

人は住民税非課税で、課税年金収入と合

計所得金額の合計が 80 万円を超える人

1.00 60,000 5,000 

第６段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金

額が 120 万円未満の人 
1.20 72,000 6,000 

第７段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金

額が 120 万円以上 210 万円未満の人 
1.30 78,000 6,500 

第８段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金

額が 210 万円以上 320 万円未満の人 
1.50 90,000 7,500 

第９段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金

額が 320 万円以上 430 万円未満の人 
1.70 102,000 8,500 

第 10 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金

額が 430 万円以上 540 万円未満の人 
1.75 105,000 8,750 

第 11 段階 
本人が住民税課税で、前年の合計所得金

額が 540 万円以上 
1.85 111,000 9,250 

 
※第１～３段階の保険料については、公費による軽減措置を実施し、（  ）内の保険料額となります。 
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第 章    計画の推進に向けて 

 

 

本計画に位置付けられた施策や事業を元に基本理念「住み慣れた地域でいつ

までも笑顔で元気に安心して暮らせるまちづくり」の実現に向けて、次に掲げ

る体制の整備や連携の強化を図っていきます。 

 

 

１ 計画推進のための体制整備 

計画を確実に実行していくために、保健・医療・福祉・介護をはじめ、教育、

スポーツ・文化活動、労働、住宅、交通、防災、衛生、自治会活動などを主管

する関係各課が連携し、支援を必要としている高齢者を早期に発見し、ニーズ

に対応した行政サービスを提供していきます。 

また、一方で行政だけでは対応が困難な社会的問題に対しては、関連団体・

機関との連携が重要となります。地域で多様な活動を展開する社会福祉協議会

やNPO法人、老人クラブ、シルバー人材センターなどの団体、地域コミュニテ

ィや協力企業、市内外の公的機関などとも連携を深め、それぞれが役割を果た

しながら力を合わせ、一体となって取り組むことで、効果的・効率的な計画推

進を図り、持続可能性の高い地域活動を展開していきます。 

 

 

２ 計画の進捗管理 

本計画に基づき、各施策の取組を推進していくためには、「実態把握・地域課

題分析→計画作成→取組の推進→実績評価」からなるＰＤＣＡサイクルを活用

して、定期的な検証を積み重ねていくことが重要です。 

事業が適正に遂行できているかについて進捗の管理を行い、甲斐市保健福祉

推進協議会において保健・福祉・医療に関する総合的な見地から評価するとと

もに、必要に応じて事業内容の見直しや、新たな事業の実施等を行い、改善に

努めます。 
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ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市民への本計画の周知 

高齢者のみならず、障害のある人や子ども等に関わる多様な社会的問題に対

応していくためには、介護保険等の公的・専門的サービスだけではなく、様々

な立場の人が地域福祉に対する意識を高め、行動に結び付くような取組が必要

となります。 

本計画の周知については、広報誌やホームページへの掲載をはじめ、概要版

を作成して関係者に配布を行う等、積極的な情報発信・広報活動を行っていき

ます。 

 

 

従来の実績や将来の予測 

などを基にして業務計画 

を作成する 

実施が計画に沿って 

いない部分を調べて 

改善する 

策定
Action
改善

Plan 

Do Check 
実施評価業務の実施が計画に 

沿っているかどうかを 

確認する 計画に沿って業務を行う 



第７章 資料編 

 
91 

○

グループホームふるさと敷島

小規模多機能型居宅介護 
事業所げんき甲斐 

★

グループホーム敷島荘 

敷島荘 

○

○

雀のお宿

○

ナイスケア樫の木 

■

△ 老人保健施設ひかりの里 

看護小規模多機能型居宅介護かのん

●

めぐみ荘

フルリール甲斐 

□

グループホームカーサ西八幡 

○グループホームめぐみ SINCE2004

■

特別養護老人ホームゆめみどり 

■

★
特別養護老人ホームあかさか □

△
小規模多機能型居宅介護 
ホームあかさか 

介護老人保健施設 
山梨ライフケアホーム 

○

○

地域密着型特別養護老人 
ホームめぐみ双葉 

□

グループホームめぐみ登美 

 

第 章    資料編 

 

 

１ 市内の施設・居住系サービス一覧 

 

 合

計 

介護老人福祉施設  ■ ３ 

介護老人保健施設  △ ２ 

認知症高齢者 

グループホーム 
７ 

小規模多機能型 

居宅介護事業所 
２ 

地域密着型 

介護老人福祉施設 
３ 

看護小規模 

多機能型 

居宅介護事業所 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

● 

○ 

★

□
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２ 甲斐市保健福祉推進協議会委員名簿 

 

選任区分 役職 氏名 職名（関係団体名） 

自治会連合会 

会長 田辺 泰明 甲斐市自治会連合会会長 

 塩沢 正行 甲斐市自治会連合会副会長 

 雨宮 優 甲斐市自治会連合会副会長 

民生委員児童委員 

協議会 

 中村 直明 甲斐市民生委員児童委員協議会会長 

 日原 正 甲斐市民生委員児童委員協議会副会長 

 輿石 悟 甲斐市民生委員児童委員協議会副会長 

医師代表（市医） 

 森澤 孝行 竜王レディースクリニック 

 中島 達人 中島医院 

 松浦 學 松浦歯科医院 

社会福祉協議会 副会長 進藤 一德 甲斐市社会福祉協議会会長 

保健・福祉・ 

教育団体代表 

 国久 朝子 甲斐市愛育連合会会長 

 矢崎 孝子 甲斐市食生活改善推進員会会長 

 上野 昭雄 甲斐市老人クラブ連合会会長 

 小林 敎夫 甲斐市障害者福祉会会長 

 上嶋 初江 甲斐市障がい児者地域支援連絡会会長 

 赤池 裕樹 保育園保護者代表（竜王北保育園） 

 松本 剛 甲斐市ボランティア協議会会長 

 望月 裕 青少年育成甲斐市民会議会長 

学識経験者 

 長田 明美 甲斐市教育長職務代理者 

 輿石 隆治 介護保険事業者代表（敷島荘施設長） 

 中村 己喜雄 甲斐市商工会会長 

※順不同・敬称略 
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３ 計画策定の経過 

 

実施年月日 策定経過 

郵送：令和元年12月20日 

～令和2年1月14日 

訪問：令和元年11月 

～令和2年1月 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（対象：要介護認定を受けていない65歳以上の被保険者2,000人） 

在宅介護実態調査 

（対象：在宅介護受給者とその家族等500世帯） 

令和2年7月2日 

第１回甲斐市保健福祉推進協議会 

・甲斐市第９次高齢者保健福祉計画 第８期介護保険事業計画の 

策定について 

令和2年10月9日 

～10月23日 

在宅生活改善調査 

（対象：市内居宅介護支援事業所の管理者及び介護支援専門員72名） 

介護保険サービス施設等に関するアンケート 

（対象：市内外で居宅サービス・地域密着型サービスを実施する61法人） 

令和2年11月6日 

第２回甲斐市保健福祉推進協議会 

・甲斐市第９次高齢者保健福祉計画 第８期介護保険事業計画の 

骨子について 

令和2年11月30日 

～12月2日 

計画策定に係る庁内ワーキンググループ会議 

・基本目標及び施策に係る各課所管事業との調整 

令和2年12月4日 

～12月11日 

計画策定に係る庁内ワーキンググループ会議 

・基本目標及び施策に係る各課所管事業との調整 

令和2年12月22日 

第３回甲斐市保健福祉推進協議会 

・甲斐市第９次高齢者保健福祉計画 第８期介護保険事業計画の 

素案の協議及びパブリックコメントについて 

令和3年1月18日 

～2月9日 

甲斐市第９次高齢者保健福祉計画 第８期介護保険事業計画（案） 

に係るパブリックコメントの実施 

令和3年2月24日 

第４回甲斐市保健福祉推進協議会 

・甲斐市第９次高齢者保健福祉計画 第８期介護保険事業計画に 

係る意見・提言及びパブリックコメントについて 

 

計画案に関する意見・提言をいただいた協議会等 

○甲斐市地域包括支援センター運営協議会 

○甲斐市在宅医療・介護連携推進協議会 

○甲斐市認知症地域支援ネットワーク推進会議 

○市内の居宅介護支援事業所の介護支援専門員 

○市内に事業所を置き介護保険サービスを提供している事業者 
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